
雇用・能力開発機構評価シート１（組織体制、経費削減） 

 

中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績 

第２ 業務運営の効率化に関する事項 

 

 

１ 組織体制について、業務の効率的・効果

的実施の観点から、適宜弾力的な見直しを

図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 業務運営の効率化による経費削減につい

て 

（１）一般管理費及び業務経費（運営費交付

金を充当するものに限る。）については、

効率的な利用に努め、中期目標期間の最

終年度までに、雇用・能力開発機構の平

成１４年度の相当経費に比べて、１５％

以上削減すること。 

 

（２）「行政改革の重要方針」（平成１７年

１２月２４日閣議決定）を踏まえ、平成

１８年度以降５年間において、国家公務

員に準じた人件費削減の取組を行うこ

と。これを実現するため、現中期目標期

間の最終年度までの間においても、必要

な取組を行うこと。 

   併せて、国家公務員の給与構造改革を

踏まえ、給与体系の見直しを進めること。 

 

 

 

 

第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成

するためとるべき措置 

 

１ 組織体制については、委員会を設け、年

１回以上、機構の業務の効率的・効果的実

施の観点から、検討を行い、見直しを図る。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 業務運営の効率化による経費削減につい

て 

（１）一般管理費及び業務経費（運営費交付

金を充当するものに限る。）については、

効率的な利用に努めるとともに、人員削

減等を図り、中期目標期間の最終年度ま

でに、雇用・能力開発機構の平成１４年

度の相当経費に比べて、１５％以上削減

を行う。 

（２）「行政改革の重要方針」（平成１７年

１２月２４日閣議決定）を踏まえ、平成

１８年度以降の５年間で５％以上の人件

費の削減を実現するため、現中期目標期

間の最終年度までの間において、平成１

７年度を基準として人件費を５．０％以

上の削減を着実に実施する。 

   また、国家公務員の給与構造改革を踏

まえ、年功的な給与上昇の抑制、地域の

民間賃金の的確な反映や勤務成績を反映

した厳正な職位制度の運用などを行うた

めの新しい人事・給与制度を実施する。

 

 

第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成

するためとるべき措置 

 

１ 組織体制について、業務の効率的・効果

的実施の観点から、機構本部に設置した委

員会において引き続き検討を進め、必要な

見直しを図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 一般管理費及び業務経費（運営費交付金

を充当するものに限る。）の削減について

は、平成１７年度予算計画を踏まえつつ、

①一般競争入札対象の一層の拡大、運営方

法の見直しによる一般管理費の効率化、②

業務実施方法の見直しによる業務経費の効

率化等により、一層の削減を行う。 

 

 
 
 
●機構本部に設置する委員会 

 組織体制について、業務の効率的・効果的実施の観点から見直し

を図るため、平成１６年度に設置した、機構本部の役職員からなる

「組織体制の見直し等に係る委員会」において、以下のとおり検討

を行った。 

（１）検討状況 

・ 平成１８年２月１３日 

本部組織及び地方組織のあり方 

 

（２）検討結果 

① 本部組織の見直し 

本部組織のスリム化及び業務の集中化等を図るため、本部

組織の改編を平成１８年４月１日に行うこととした。 

② 地方組織の見直し            

効率的・効果的な業務執行体制を確立するため、平成１７

年度から取り組んでいる都道府県センターと職業能力開発促

進センターの事務・業務を１人の統括所長の下で１つの組織

として実施する一元処理を、平成１８年度は１９府県で行う

こととした。 

 

 

 

●経費の削減 

一般管理費及び業務経費（運営費交付金を充当するものに限る。）

の削減については、平成１７年度予算計画を達成した。さらに以下

の取組みにより、５１億円削減した。 

（１）一般管理費の削減  

情報システムの見直し、人件費の削減等による運営方法の見

直しにより、２１億円削減した。 

 

（２）業務経費の削減  

訓練用機器のリース方法の見直し、施設の借地面積の縮減等

の業務実施方法の見直しにより、３０億円削減した。 

 

（３）一般競争入札対象の一層の拡大 

   職業能力開発施設の改修工事に加え、物品購入等の一部につ

いても一般競争による入札を実施し、平成１７年度における実

績は、４４５件となった。 

 

平成 17年度予算額 平成 17年度決算額 差引額 

９６４億円 ９１３億円 △５１億円 
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 評価の視点  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・委員会を設け、機構の業務を効率的・効果的実施の観点での見直し

を行ったか。そのために検討を行ったか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
・一般管理費及び業務経費の削減について、予算計画どおり削減を行

うことができたか。 

 

 自己評定 Ａ  

（理由及び特記事項） 

本部組織については、スリム化及び集中化等を図るため、本部組織

の改編を平成１８年４月１日に行うこととし、地方組織については、

効率的・効果的な業務執行体制を確立するため都道府県センターと職

業能力開発促進センターの一元処理を１８年度は１９府県で行うこ

ととした（これにより、一元処理については、東京を除く４６道府県

で完了）。また、一般管理費及び業務経費の削減により、平成１４年

度相当経費に比べ１９０億円（１７．２％）を削減し、中期計画の目

標値である１５％以上の削減をさらに２．２％上回った。 

これらのことを踏まえ、自己評定を「Ａ」とした。 

 

○ 平成１６年度に設置した、機構本部の役職員からなる「組織体制

の見直し等に係る委員会」において、①本部組織については、スリ

ム化及び業務の集中化等を図るため、本部組織の改編を平成１８年

４月１日に行うこととし、また、②地方組織については、効率的・

効果的な業務執行体制を確立するため、平成１７年度から取り組ん

でいる都道府県センターと職業能力開発促進センターの事務・業務

を１人の統括所長の下で１つの組織として実施する一元処理を、平

成１８年度は１９府県で行うこととし、これにより管理職及び都道

府県センター事務所借料を削減することとした。 

 

○ 一般管理費及び業務経費（運営費交付金を充当するものに限る。）

については、平成１７年度予算計画を達成（１３９億円削減）する

とともに、さらに情報システムの見直し、人件費の削減等による運

営方法の見直しにより一般管理費を２１億円、訓練用機器のリース

方法の見直し、施設の借地面積の縮減等の業務実施方法の見直しに

より業務経費を３０億円、合わせて５１億円削減したことにより、

平成１４年度相当経費に対し１９０億円（１７．２％）削減した。

 

  評 定   Ａ  

（理由及び特記事項） 

・計画の範囲内と判断。 

・経費の削減には、より積極的に取り組む姿勢が削減要因に出ている。 

・コスト改善の中期目標を上回る達成は評価できる。今後引き続き経

年変化指標によって維持改善を図ってほしい。 

・組織の簡素化は、今後とも継続願いたい。 

・予算と実績はできる限り一致願いたい。 

・更なる経費削減をお願いしたい。 

・一般管理費及び業務経費の削減により、中期目標を上回った。 

・組織改編を進めた。 

・目標を上回るレベルで、着実に改革を実施している。 

・努力を評価する。 
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績 

第２ 業務運営の効率化に関する事項 

 

 

３ 助成金の支給、融資等の業務について

は、厳正な審査を引き続き実施しつつ、制

度の趣旨・目的の一層の周知を行い、申請

内容を適正化させるとともに、事務手続の

効率化、担当者の審査能力向上等を図り、

平均処理期間（申請書の受付から支給等の

決定までの期間）が特に長い助成金等につ

いて重点的に平均処理期間を短縮するこ

ととし、中期目標の最終年度までに、１件

当たりの平均処理期間を平成１４年度と

比べて１０％以上短縮すること。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成

するためとるべき措置 

 

３ 助成金の支給、融資等の業務については、

事業主等に対して、支給申請書等の記入方法

等の教示など事前相談を行うとともに、申請

から支給決定までの期間について十分な説

明を行う。また、厳正な審査を引き続き実施

しつつ、制度の趣旨・目的の一層の周知を行

い、申請内容を適正化させるとともに、適正

支給に配慮しつつ、申請書の記載項目の簡略

化、添付資料の簡素化等による事務手続の効

率化や職員研修等による担当者の審査能力

向上を図り、平均処理期間（申請書の受付か

ら支給等の決定までの期間）が特に長い助成

金等について重点的に平均処理期間を短縮

することとし、中期目標の最終年度までに、

１件当たりの平均処理期間を平成１４年度

と比べて１０％以上短縮する。 

 

 

 

 

 

第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成

するためとるべき措置 

 

３ 助成金等の支給 

  助成金等の平均処理期間（申請書の受付か

ら支給等の決定までの期間）については、制

度の趣旨・目的の一層の周知、担当者の審査

能力の向上等に引き続き努めるほか、職員用

の審査等マニュアル、事業主等申請者向けの

申請の手引き等の活用により、平成１６年 

度において平均処理期間が特に長い助成金

等について重点的に短縮することとし、１件

当たりの平均処理期間を平成１４年度と比

べて４％以上短縮する 

 

 

 

●助成金の支給 

（１）短縮に向けた措置 

   助成金等の平均処理期間（申請書の受付から支給等の決定ま

での期間）の短縮に向け、以下の措置を講じた。 

① 説明会及び個別相談の実施 

    制度の趣旨・目的の一層の周知及び申請内容の適正化に向

けた制度説明会並びに個別相談において、申請の手引き等を

活用することなどにより実施した。 

   イ 説明会の実施 

・ 実施回数    ６，４３０回 

・ 参加者数  １８０，８５１人 

    ※ 他機関との合同説明会を含む。 

ロ 個別相談の実施 

    ・ 実施件数  １４２，３０９件 

② 審査能力の向上 

    職員用審査マニュアル等を活用し、職員研修等を実施する

ことなどにより、助成金担当者の審査能力の向上を図った。 

イ 職員研修等の実施 

    （イ）本部で実施 

      ・ 実施回数  ５回 

      ・ 実施内容  助成金の支給業務、技能者育成資金

の審査業務等について 

    （ロ）施設で実施 

      ・ 実施回数  ８３３回 

      ・ 実施内容  助成金の相談・審査業務、審査期間

の短縮、不正受給防止等について 

    （ハ）その他  

       都道府県労働局が実施した不正受給防止等に係る研

修に参加し、審査能力の向上を図った。 

③ 手続の簡素化 

イ 支給申請書等の記載項目の簡略化 

    （イ）中小企業労確法関係助成金（２種類） 

実施計画認定申請書における雇用保険適用事業所番

号欄の削除について、平成１７年４月１日に助成金要

領を改正・施行した。 

    （ロ）建設雇用改善関係助成金（７種類） 

支給・認定申請書における社印（団体印）の省略に

ついて、平成１７年４月１日に助成金要領を改正・施

行した。 

（ハ）財形関係助成金（１種類） 

       認定申請書における事業主区分及び財形貯蓄開始年

月日欄の削除に係る平成１７年３月３１日の助成金要

領について、平成１７年４月１日から施行した。 

ロ 添付書類の簡素化 

    （イ）建設雇用改善関係助成金（１種類） 
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          受講者名簿の年齢の省略について、平成１７年４月

１日に助成金要領を改正・施行した。 

    （ロ）キャリア形成支援関係助成金（３種類） 

       添付書類の一部統合・廃止・記載項目の削除につい

て検討を行い、平成１７年６月３０日及び９月３０日

に助成金要領の運用通達を改正・施行した。 

    （ハ）財形関係助成金（２種類） 

団体構成員名簿等及び事業概要等の添付の廃止に係

る平成１７年３月３１日の助成金要領の改正について、

平成１７年４月１日から施行した。 

  ④ その他短縮に向けた取組み 

   イ 標準処理期間の設定 

     平均処理期間が６０日以上の助成金等について、施設が

短縮を図るための目安となるよう「標準処理期間」を設定

した。 

   ロ 申請の手引きの作成 

     建設雇用改善関係助成金（５種類）及び介護労働関係助

成金（２種類）、キャリア形成支援関係助成金（１種類）、

財形関係助成金（１種類）の申請の手引き等を作成し、他

の手引き等と合わせ、説明会等で活用した。 

   ハ 職員用審査マニュアルの作成 

助成金担当者の審査能力の向上を図るため、中小企業労

確法関係助成金（１種類）、建設雇用改善関係助成金（４

種類）及びキャリア形成支援関係助成金（１種類）、技能

者育成資金（１種類）、財形関係助成金（１種類）の審査

マニュアル等について作成し、他のマニュアル等と合わせ、

職員研修等で活用した。 

 

（２）短縮状況 

   平成１７年度においては、平成１６年度に平均処理期間が特

に長い（６０日以上）助成金等について、重点的に短縮するこ

とに取り組んだ結果、平成１７年度の平均処理期間は２３日と

なり、平成１４年度（２８日）と比較して１７．９％短縮した。 

＜説明資料１＞ 
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 評価の視点  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・助成金等の平均処理期間の短縮に向けて着実に進展したか。具体的

にどの程度短縮されたか。 

 

 

 自己評定 Ｂ  

（理由及び特記事項） 

助成金等の平均処理期間の短縮に向け、制度・目的の一層の周知、

担当者の審査能力の向上、手続の簡素化、平均処理期間の長い助成金

等について「標準処理期間」を設定したことなどにより、助成金等の

１件当たりの平均処理期間については、平成１４年度の２８日から５

日（１７．９％）短縮し、２３日となり、中期計画の目標値である 

１０％以上を７．９％上回った。 

これらのことを踏まえ、自己評定を「Ｂ」とした。 

 

○ 助成金等の平均処理期間の短縮に向け、次の措置を講じた。 

・ 申請の手引き等を活用し、制度の趣旨・目的の一層の周知及

び申請内容の適正化に向けた制度説明会及び個別相談を実施 

・ 助成金担当者の審査能力の向上を図るため、職員用審査マニ

ュアル等を活用し、本部及び施設において職員研修等を実施 

・ 手続の簡素化を図るための支給申請書等の記載項目の簡略化

や添付書類の簡素化 

 ・ 平均処理期間の長い助成金等について、施設が短縮を図るた

めの目安となるよう「標準処理期間」を設定 

 ・ 申請の手引きの作成（建設雇用改善関係助成金（５種類）、

介護労働関係助成金（２種類）、キャリア形成支援関係助成金

（１種類）、財形関係助成金（１種類））及び職員用審査マニュ

アルの作成（中小企業労確法関係助成金（１種類）、建設雇用

改善関係助成金（４種類）、キャリア形成支援関係助成金（１

種類）、技能者育成資金（１種類）、財形関係助成金（１種類））

 

これらの措置を行った結果、助成金等の１件当たりの平均処理期

間については、平成１４年度の２８日から５日（１７．９％）短縮

し、２３日となった。 

 

  評 定  Ｂ  

（理由及び特記事項） 

・計画の範囲内と判断。 

・数値的な短縮についてはおおむね評価できる。なお、書類記入にあ

たっての窓口指導など、利用者の利便性に配慮した全体的なシステ

ムへの配慮を引き続きおこなっていただきたい。 

・２３日で満足することなく更なる短縮を願いしたい。 

・助成金等の平均処理期間の短縮を図り、中期目標を上回った。 

・申請の手引きを作成した。 

・努力の成果が現れているが業務の簡素化が必要であろう。 

・当初の目標のレベルに問題があったか。 
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績 

第２ 業務運営の効率化に関する事項 

 

 

４ 在職者を対象とする職業訓練について

は、特殊法人等整理合理化計画（平成１３

年１２月１９日閣議決定。以下「整理合理

化計画」という。）に基づき、地方公共団

体や民間教育訓練機関との適切な役割分担

を図り、毎年度訓練コースについて精査し、

真に高度なもののみに限定して実施し、地

方公共団体や民間教育訓練機関で実施する

ことが可能な訓練は廃止すること。 

また、整理合理化計画に基づき、民間外

部講師の一層積極的な活用を図ることと

し、時代の変化に対応した効率的・効果的

な職業訓練の実施を図ること。 

 特に高度な専門的技能・知識の習得を目

的とする職業訓練については、地域の能力

開発ニーズ、費用対効果等を考慮の上、集

約して実施した方が効果的なものは、集約

して実施する等、効果的な職業訓練の実施

に努めること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 離職者を対象とする職業訓練について

は、整理合理化計画に基づき、民間教育訓

練機関との適切な役割分担を図る観点か

ら、当該地域において民間では実施できな

いもののみに限定して実施することとし、

また、民間教育訓練機関の育成という点も

踏まえ、国の定める職業訓練実施計画に基

づき民間委託の拡大を図り、かつ、機構の

行う職業訓練についても、民間外部講師の

一層積極的な活用を図ることとし、時代の

変化に対応した効率的・効果的な職業訓練

第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成

するためとるべき措置 

 

４ 在職者を対象とする職業訓練について 

（１）訓練コースの設定について 

毎年度、訓練コースについては、地方

公共団体や関係機関等と連携をとり、地

域における職業能力開発の状況を把握し

た上で、地方公共団体や民間教育訓練機

関との適切な役割分担の観点から訓練コ

ースを精査し、見直しを図る。 

なお、訓練コースの設定に当たっては、

当該地域における人材ニーズを把握した

上で、真に必要とされている訓練コース

を設定するとともに、各地域において毎

年度の実施計画を、産学官を構成員とす

る人材育成地域協議会において意見を聴

取する。また、訓練コースの見直しの結

果をホームページに公表する。 

 
 
 

 

 

 

（２）訓練実施体制の効率化について 

特に高度な専門的技能・知識の習得を

目的とする職業訓練については、地域の

中核的な職業能力開発促進センターで集

約して行うなど、地域の能力開発ニーズ、

費用対効果等を考慮の上、訓練実施体制

の効率化を図る。 

 

 

 

 

 

 

５ 離職者を対象とする訓練について 

（１）訓練コースの設定について 

公共職業能力開発施設において実施す

る訓練コースの設定に当たっては、都道

府県労働局や都道府県と連携して当該地

域における人材ニーズを把握するととも

に、当該地域における民間教育訓練機関

等が実施している教育訓練コースの状況

も踏まえながら、民間では実施できない

ものに限定した訓練コースを設定するほ

か、既存コースの見直しを行う。また、

第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成

するためとるべき措置 

 

４ 在職者を対象とする職業訓練について 

（１）訓練コースの設定について 

訓練コースについては、地方公共団体

や関係機関等と連携をとり、地域の人材

育成ニーズを把握するとともに、地方公

共団体や民間教育訓練機関が実施してい

る教育訓練コースの状況も踏まえ、訓練

コースを精査し、見直しを行う。 

なお、訓練コースの設定に当たっては、

人材育成ニーズを把握した上で、真に高

度な訓練コースを設定するとともに、実

施計画について、人材育成地域協議会に

おいて意見を聴取する。 

また、訓練コースの見直し結果をホー

ムページに公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）訓練実施体制の効率化について 

効率的な訓練実施体制のあり方につい

て、引き続き検討を行い、 訓練実施体制

の効率化に係る基本方針を策定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 離職者を対象とする訓練について 

（１）訓練コースの設定について 

施設内訓練の訓練コースの設定に当た

っては、都道府県労働局及び都道府県職

業能力開発主管課と連携を図り、事業主、

事業主団体にヒアリング調査を行うなど

により、地域における人材ニーズを把握

するとともに、当該地域における民間教

育訓練機関等が実施している教育訓練コ

ースの実施状況を踏まえ、民間では実施

できない訓練コースを設定するほか、訓

 

 

 

 

●在職者を対象とする訓練コースの設定 

訓練コースについては、以下により見直しを行った。 

（１）訓練コースの見直し状況 

① 見直しの仕組み 

訓練コースについては、地域の事業主団体等のヒアリング

等により、人材育成ニーズを把握し、さらに、民間教育訓練

機関等の教育訓練コースの実施状況を踏まえて、見直しを行

った。 

また、見直しを行うに当たっては、人材育成ニーズとの適

合性及び地方公共団体、民間教育訓練機関等との役割分担を

踏まえ、人材育成地域協議会等において意見を聴取した。 

  ② 見直し状況 

   ・ 見直しコース数（平成１７年度→平成１８年度計画） 

４，５８９コース 

（廃止：４，０４２コース、内容変更：５４７コース） 

   ※ 平成１７年度の実施コース数 １１，４７８コース 

＜説明資料２＞ 

（２）ホームページでの公開状況 

・ 公開日      平成１８年３月３１日 

・ 公開内容   在職者訓練設定コース見直し結果 

 

●訓練実施体制の効率化 

平成１７年度は、訓練実施体制の効率化の観点から、以下のとお

り基本方針を策定した。 

（１）訓練計画の見直し 

   職業能力開発大学校等が実施する在職者訓練を段階的に縮小

し、今後の在職者訓練は、主として職業能力開発促進センター

が実施していくこと。 

 

（２）訓練実施経費の削減 

   在職者訓練のうち、衛星通信設備を利用して実施するものに

ついては、多額の運営経費を要していること等を勘案して廃止

すること。 

 

 

●施設内訓練の訓練コースの設定 

訓練コースについては、以下により見直しを行った。 

（１）訓練コースの見直し状況 

① 見直しの仕組み 

    訓練コースについては、都道府県労働局及び都道府県職業

能力開発主管課と連携を図り、職業安定機関や事業主団体等

のヒアリング等により把握した地域の人材ニーズや民間教育

訓練機関等の教育訓練実施状況調査等を踏まえて、既存コー

スの内容見直し・廃止の検討や新規コースの設定検討を行っ

た。 
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の実施を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 学卒者を対象とする職業訓練について

は、整理合理化計画に基づき、民間外部講

師の一層積極的な活用を図ることとし、時

代の変化に対応した効率的・効果的な職業

訓練の実施を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

見直しの結果をホームページに公表す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）委託訓練の実施について 

広範な分野の人材ニーズに対応した委

託訓練が機動的に設定できるよう、専修

学校・各種学校のほか、事業主、大学・

大学院、ＮＰＯ等あらゆる民間教育訓練

機関への働きかけを積極的に実施する等

により、訓練委託先の開拓を行い、国の

定める職業訓練実施計画に基づいた民間

委託の拡大を確実に実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 学卒者を対象とする職業訓練について

は、毎年度、訓練コースについて、就職率

や修了生の満足度を調査する等により、社

会の人材ニーズに応えているかを精査し、

見直しを図る。また、その見直しの結果を

ホームページに公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

練コースの見直しを行う。 

また、訓練コースの見直し結果をホー

ムページに公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）委託訓練の実施について 

今後成長が期待される分野の職種、中

小企業の発展に資する職種、企業の基盤

となる人材に係る職種及び求職者の応

募・就職が見込まれる職種を中心として

委託先の開拓を行い、国の定める職業訓

練実施計画に基づいた民間委託の拡大を

図る。その一環として、参入を希望する

民間教育訓練機関等の関係者を対象に、

受託能力の向上及び訓練内容の充実を図

るため、訓練管理ノウハウの標準モデル

である「プロセス管理手法」のセミナー

を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 学卒者を対象とする職業訓練について

は、就職率や修了生の満足度を調査する等

により、社会の人材ニーズに応えているか

を精査し、訓練コースの見直しを行う。 

また、その見直しの結果をホームページ

に公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

    なお、見直しを行うに当たっては、人材ニーズとの適合性

や民間教育訓練機関等との役割分担を踏まえ、人材育成地域

協議会、職業能力開発推進協議会において意見を聴取した。 

  ② 見直し状況 

・ 見直しコース数（平成１７年度→平成１８年度計画） 

１４２コース 

（廃止：７６コース、内容変更：６６コース） 

※ 平成１７年度の実施コース数６０６コース 

＜説明資料３＞ 

（２） ホームページでの公開状況 

  ・ 公開日  平成１８年３月３１日 

  ・ 公開内容 離職者訓練コース見直し結果 

 

●委託訓練の実施 

委託訓練について、以下により実施した。 

（１）訓練実施状況 

  ・ 国の職業訓練実施計画数  １１４，９４６人 

  ・ 平成１７年度受講者数   １０４，７２１人 

  ・ 平成１７年度コース数     ６，７３０コース 

  ※ 参 考 

    平成１６年度受講者数    ９４，３８０人 

    平成１６年度コース数     ６，８０２コース 

 

（２）委託機関等 

  ・ 民間教育訓練機関       １，７２０機関 

  ・ ＮＰＯ法人             １３法人 

  ・ 大学・大学院             ５校 

  ・ 事業主等及び事業主団体      ８３４機関 

 

（３）プロセス管理手法に関するセミナーの実施 

   委託先の拡大を図るとともに、受託能力の向上及び訓練内容

の充実を図るため、参入を希望する民間教育訓練機関等の関係

者を対象に、訓練管理ノウハウの標準モデルである「プロセス

管理手法」のセミナーを実施した。 

  ・ 平成１７年度参加者数   ３９２人 

・ 平成１７年度参加機関数  ３１４機関 

 

●学卒者を対象とする訓練科の設定 

訓練科については、以下により見直しを行った。 

（１）訓練科の見直し状況 

① 見直しの仕組み 

訓練科については、応募倍率、修了生の就職率や満足度の

調査を実施するとともに、産業界の現状や技術動向等を踏ま

えつつ、授業科目の一部見直しを行った。 

② 見直し状況 

・ 見直し訓練科数（平成１７年度→平成１８年度計画） 

                 ２０科 

※ 平成１７年度設置科数１４７科 

  

（２）ホームページでの公開状況 
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７ 「私のしごと館」については、果たすべ

き役割及び事業内容の在り方について検討

を行い、自己収入の増加及び運営に係る経

費の更なる効率化を図ること。 

  また、業務・システムの最適化のため、

システム構成及び調達方式の見直しを行う

ことにより、システムコスト削減、システ

ム調達における透明性の確保及び業務運営

の合理化を図ること。このため、当該業務・

システムの監査及び刷新可能性調査を実施

し、これらを踏まえ平成１９年度までに当

該業務・システムの最適化計画を策定し、

公表すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 職業訓練については、時代の変化に対応

した効率的・効果的な職業訓練の実施を図

るため、民間外部講師の一層積極的な活用

を図り、中期目標期間の最終年度までに、

民間外部講師の活用割合を平成１４年度と

比べて１０％以上増加させる。 

 

８ 「私のしごと館」については、外部委員

を含めた検討の場を設け、果たすべき役割、

事業内容の在り方、効率的な運営の在り方

等について検討を行い、それを同館の運営

に反映させる。また、自己収入の増加と運

営に係る経費の更なる効率化を図る。 

  また、業務・システムの最適化のため、

システム構成及び調達方式の見直しを行う

ことにより、システムコスト削減、システ

ム調達における透明性の確保及び業務運営

の合理化を図る。このため、当該業務・シ

ステムの監査及び刷新可能性調査を実施

し、これらを踏まえ平成１９年度までに当

該業務・システムの最適化計画を策定し、

公表する。 

 

 

 

７ 民間外部講師の活用について、平成１６

年度の検討結果を踏まえ、その活用割合を

平成１４年度と比べて４％以上増加させ

る。 

 

 

 

８ 「私のしごと館」において、経済界や関

係行政機関代表者、学識経験者で構成する

支援協議会等を開催し、意見・提案等を業

務運営に反映させる。 

また、自己収入の増加と運営に係る経費

の更なる効率化を図る。 

・ 公開日  平成１８年３月３１日 

・ 公開内容 学卒者訓練科見直し結果 

 

●民間外部講師の活用 

民間外部講師については、技術革新や社会のニーズの変化により

短期間のうちに急激に技能・技術が変貌を遂げる分野、生産現場に

おける先端的技術等に関する分野などにおいて活用を図り、その活

用割合については１７．１％であり、平成１４年度（１６．０％）

に対して６．９％増加した。 

 

●業務運営への改善反映 

 私のしごと館支援協議会等を３回開催し、その意見・提案等を業

務運営に反映させた。 

（意見・提案例） 

 ・ 土日の誘客のため、親子連れを対象とした企画を増やすべき。 

 ・ 展示・体験ゾーンの中で事務部門に関する内容が少ない。 

（反映例） 

 ・ 「“恐竜博士”になってみよう」、「できるかな？おうちの

しごと」といった親子向けのイベントを１～３月まで実施した。 

・ ワークショップにおいて、ファイリング事務の体験の実施回

数を増やしたほか、銀行員や証券事務員の体験も実施した。 

 

●自己収入の増加と経費の効率化 

（１）自己収入の増加に向けた主な取組み 

   自己収入額は、１．１億円となった。自己収入の増加に向け

た主な取組みは以下のとおり。 

  ① ＰＲ活動 

   イ 九州、北陸及び首都圏の教育委員会や校長会等を訪問し

修学旅行の勧誘の実施や近畿圏の教育委員会や校長会等を

訪問し校外学習の勧誘を実施した。 

     ・ 訪問件数  １，０８２件 

   ロ 中・高校等の教員等に対する下見の勧奨 

     ・ 下見件数  １，５７３件 

     ・ 下見人数  ５，６０６人 

  ② イベントの開催 

    個人客の集客を図るため、親子向けのイベントを開催した。 

    （開催内容） 

     「サンドブラスト工のしごと」、「大工のしごと」、「“恐

竜博士”になってみよう」、「できるかな？おうちのしご

と」 等 

③ 体験メニューの充実 

さらなる自己収入増加を図るための方策を検討する中で、

成長に応じたレベルや利用者の個人のレベルに応じた体験を

提供するため、従来の体験レベルより高い「プログラム２」

について、１８年度からの実施に向けて開発を行った。 

   

  □ 自己収入額 １６年度   １．１億円 

          １７年度   １．１億円 

 

（２）経費の効率化の取組み 
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   経費の効率化について以下の取組みを行った。 

   ・ 館内警備業務及び館内清掃業務について、仕様の精査に

より経費を節減。 

   ・ 情報ゾーン運営業務委託に係る業務内容の精査により経

費を節減。 

   

□ 経費    １６年度  １６．０億円 

          １７年度  １４．９億円 

 

 評価の視点  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・民間で実施可能な訓練との競合状況や地域の人材育成ニーズ等を

把握する等適切な仕組みにより、在職者を対象とする訓練コース

を見直したか。具体的にどのぐらいのコースの改廃をしたか。 

 

 

 

 

 

 

 

・在職者を対象とする訓練コースの見直し結果をホームページに公

表したか。 

 

・地域の能力開発ニーズや費用対効果等を考慮して訓練実施体制の

効率化を図ったか。そのために訓練実施体制のあり方について検

討したか。 

 
 
 
 
 
 
・民間で実施可能な訓練との競合の状況を考慮する、地域の人材ニ

ーズ等を把握する等適切な仕組みにより、離職者を対象とする訓

練コースを見直したか。具体的にどのぐらいのコースの改廃をし

たか。 

 

 自己評定 Ｂ  

（理由及び特記事項） 

訓練コースの見直しについては、地域の事業主団体等のヒアリン

グ等により人材育成ニーズ等を把握し、人材育成地域協議会等の意

見を踏まえ、在職者訓練については、４，５８９コース、離職者訓

練については、１４２コースの見直し等を実施した。また、離職者

訓練における民間委託の割合は７２．４％となり、平成１６年度に

比べ５．３％増加した。また、民間外部講師の活用割合については、

平成１４年度に比べ、６．９％増加した。また、私のしごと館の経

費の効率化に取り組み、平成１６年度と比較し１．１億円削減した。

これらのことを踏まえ、自己評定を「Ｂ」とした。 

 

○ 地域の事業主団体等のヒアリング等により、人材育成ニーズを

把握し、さらに、民間教育訓練機関等の教育訓練コースの実施状

況を踏まえて、見直しを行った。また、見直しを行うに当たって

は、人材育成ニーズとの適合性及び地方公共団体、民間教育訓練

機関等との役割分担を踏まえ、人材育成地域協議会等で意見を聴

取した。 

なお、平成１７年度においては、実施コース数１１，４７８コ

ースのうち４，５８９コースについて見直しを行った。 

（廃止：４，０４２コース、内容変更：５４７コース） 

 

○ ホームページにおいて、在職者訓練設定コース見直し結果を平

成１８年３月３１日に公開した。 

 

○ 訓練実施体制の効率化の観点から、以下のとおり基本方針を策

定した。 

・ 職業能力開発大学校等が実施する在職者訓練を段階的に縮小

し、今後の在職者訓練は、主として職業能力開発促進センター

が実施していくこと。 

・ 在職者訓練のうち、衛星通信設備を利用して実施するものに

ついては、多額の運営経費を要していること等を勘案して廃止

すること。 

 

○ 都道府県労働局及び都道府県職業能力開発主管課と連携を図

り、職業安定機関や事業主団体等のヒアリング等により把握した

地域の人材ニーズや民間教育訓練機関等の教育訓練実施状況調査

等を踏まえて、既存コースの内容見直し・廃止の検討や新規コー

スの設定検討を行った。また、人材ニーズとの適合性や民間教育

 評 定  Ｂ  

（理由及び特記事項） 

・努力は見られるが計画の範囲内と判断。 

・概ね計画どおり。 

・「評価の視点」3つは概ねクリアできている。 

・各種訓練のコース見直しについては、目標に従って一定割合以上の

コース改変が常時行われており、実際の訓練現場でそれが反映され

ていることは評価できる。 

・ニーズを把握し、在職者につき 4,589 コース、離職者につき 142 の

見直しを行った。 

・離職者訓練の民間委託の割合を 72.4％とした。 

・民間外部講師の活用割合を増やした。 

・私のしごと館の経費を 1.1 億円削減した。 

・私のしごと館については更なる経営目標を細分化した設定が望まれ

るのではないか。また中期目標にある今後の方向性について議論し

た内容を各年次の具体的計画の中にどこまで落とし込んでいるの

かが見えない。 

・「私のしごと館」は方向性をより明確にする段階にある。 

・訓練コースの見直しは継続的に実施願いたい。 

・見直し等に伴う職員のモラール、職場の活気が心配である。 

・若年者の就業支援は、フリーターやニートの実態から見てより明確

な方針がほしい。ヤングジョブスポットは全国 14 箇所に限られ、

しかも職業訓練と必ずしも結合していないために、中途半端な状態

になっている。デュアルシステムでカバーできるフリーターは限ら

れている。これらの施策の対象に入っていないフリーター層の特性

に合った職業訓練制度の構築は、機構の重要な役割ではないか。 
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・離職者を対象とする訓練コースの見直し結果をホームページに公

表したか。 

 
・委託先を開拓し、国の定める職業訓練実施計画に基づいた民間委

託の拡大を確実に実施したか。具体的にどの程度の訓練を民間委

託したか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
・就職率やニーズを踏まえて学卒者を対象とする訓練コースの見直

しを行ったか。具体的にどのぐらいのコースの改廃をしたか。 

 
 
 
・学卒者を対象とする訓練コースの見直し結果をホームページに公

表したか。 

 
・効率的・効果的な職業訓練の実施のため民間外部講師の積極的な

活用を図ったか。 

 
 
 
 
・私のしごと館において支援協議会等の外部委員からの意見・提案

等を業務運営に反映させたか。 

 
・自己収入の増加と運営に係る経費の効率化を図ったか。 

訓練機関等との役割分担を踏まえ、人材育成地域協議会、職業能

力開発推進協議会の意見も聴取した。 

なお、平成１７年度においては、実施コース数６０６コースの

うち１４２コースについて見直しを行った。（廃止：７６コース、

内容変更：６６コース） 

 

○ ホームページにおいて、離職者訓練コース見直し結果を平成 

１８年３月３１日に公開した。 

 

○ 民間教育訓練機関をはじめＮＰＯ法人、大学・大学院、事業主

など２，５７２機関に委託して、国の定める職業訓練実施計画 

１１４，９４６人に対し、１０４，７２１人の訓練を実施した。

なお、離職者訓練受講者に占める民間委託の割合は、平成１６

年度の６７．１％に対して、平成１７年度は７２．４％となり、

５．３％上回る結果となった。また、委託先の拡大を図るととも

に、受託能力の向上及び訓練内容の充実を図るため、参入を希望

する民間教育訓練機関等の関係者を対象に、訓練管理ノウハウの

標準モデルである「プロセス管理手法」のセミナーを実施し、 

３９２人（３１４機関）が参加した。 

 

○ 応募倍率、修了生の就職率や満足度調査を実施するとともに、

産業界の現状や技術動向等を踏まえつつ、平成１７年度設置科数

１４７科のうち２０科について授業科目の一部見直しを行った。

  

 

○ ホームページにおいて、学卒者訓練科見直し結果を平成１８年

３月３１日に公開した。 

 

○ 民間外部講師については、技術革新や社会のニーズの変化によ

り短期間のうちに急激に技能・技術が変貌を遂げる分野などにお

いて、活用を図り、その活用割合については、平成１４年度の 

１６．０％に対し、平成１７年度は１７．１％となり、６．９％

増加した。 

 

○ 私のしごと館支援協議会等を３回開催し、その意見・提案等を

業務運営に反映させた。 

 

○ ＰＲ活動やイベントの開催など利用者増の取組みにより、自己

収入額は１．１億円となった。また、経費の効率化について、 

 ・ 館内警備業務及び館内清掃業務について、仕様の精査により

経費を節減 

・ 情報ゾーン運営業務委託に係る業務内容の精査により経費を節

減 

などの取組みにより、平成１６年度実績と比較し、１．１億円削減

した。 
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績 

第３ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する事項 

 

 

１ 業績評価の実施及び公表による業務内容

の充実について 

適正な業務の推進に資するため、業績評

価を行い、業務運営に反映すること。さら

に、業務内容の透明性を高め、業務内容の

充実を図る観点から、業績評価の結果や機

構の業務の内容について、ホームページ等

において、積極的かつ分かりやすく公表す

ること。 

 

第２ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

 

１ 業績評価の実施及び公表による業務内容

の充実について 

適正な業務の推進に資するため業績評価

を行い、その結果を受け業務の見直しを行

う。さらに、業務内容の透明性を高め、業

務内容の充実を図る観点から、業績評価の

結果や機構の業務の内容について、ホーム

ページ等において、積極的かつ分かりやす

く公表する。 

第２ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

 

１ 業績評価の実施及び公表による業務内容

の充実について 

  適正な業務の推進に資するため、機構が

実施する業務について業績評価を行い、そ

の結果を業務運営に反映する。 

また、業績評価の結果や機構の業務の内

容について、ホームページ等において、積

極的、かつ分かりやすく公表する。 

 

 

 

 

 

●業績評価の実施等 

（１）業績評価の実施 

   適正な業務の推進に資するため、各事業について、施設ごと

の目標の設定を行い、事業の内容に応じた実績把握時期を定め、

定期的に実績を把握し、進捗管理を行い、その最終的な実績に

ついて理事会において評価を行った。 

   なお、評価について、学識経験者その他の有識者１３名の委

員からなる「独立行政法人雇用・能力開発機構運営協議会」か

ら意見を聴取した。 

 

（２）業務の見直し 

     平成１６年度の業績評価結果について、業務運営に反映する

観点から、本部職員からなる業績評価・業務改善に係る検討会

を設置し、改善方策等について検討を行った。また、その検討

結果等を踏まえ、業務改善に資するため、平成１６年度に引き

続き次の①から④までの事業について、事業効果測定に係る調

査を実施した。 

  ① 雇用管理研究会・雇用管理講習会、雇用管理研修、新規・

成長分野企業等の雇用管理改善のためのセミナー 

    研究会等受講後の雇用管理改善等の必要性の認識度等の把

握 

② 雇用創出セミナー 

    セミナー受講後の創業・新分野進出状況等の把握 

  ③ キャリア・コンサルティング 

    相談終了後に感じた意識の変化、就職活動・能力開発等へ

の取組み等の把握 

  ④ ヤングジョブスポット 

利用開始後に感じた意識の変化、就職活動等への取組み等

の把握 

 

さらに、平成１７年度においては、上記調査に加え、私のし

ごと館利用者の利用開始後に感じた意識の変化等、及び助成金

支給後の有効度等の調査を実施した。 

＜説明資料４＞ 

（３）業績評価結果の公開 

平成１６年度の業績評価の結果については、平成１７年９月

にホームページ等において公開した。 

 

●業務内容の公開  

 機構の業務の内容について、利用者にとって身近な情報の充実や

分かりやすさを考慮したホームページ等の作成を行い、情報の提供

に努めた。 

（１）利用者にとって身近な情報の充実 

   ホームページ上に設置した利用者の声を紹介する「町かどの

機構」コーナーの内容に、職業能力開発大学校の修了生の企業
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での活躍や、起業・新分野展開支援センターの活用による新規

創業などを加え、身近な情報として発信した。 

 

（２）利用者にとって分かりやすさを考慮したホームページ等の作

成 

① 雇用・能力開発機構総合パンフレットの作成 

    機構事業について、情報を知りたい人が理解しやすいよう

に、雇用の現状と課題に対して機構がどのようなサービスを

提供しているのか、分かりやすい構成及びグラフ・表、機構

事業の利用者の声を網羅することにより、より見やすく、分

かりやすい工夫を加えて総合パンフレットの改訂版を作成し

た。 

② 利用者の利便性を考慮したホームページの掲載 

イ 助成金制度紹介メニューの見直し 

助成金をより利用しやすいものとするため、どのような

場合にどのような助成金の支援が受けられるか、活用事例

の紹介等、利用者の視点に立った工夫を加えて助成金制度

紹介のメニューの見直しを行った。 

   ロ 財形資料請求コーナーの設置 

ホームページから財形制度に関するパンフレットや財形

教育融資の申込書等の資料請求ができるよう、勤労者財産

形成促進制度のサイトにおいて、資料請求コーナーを設置

した。 
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 評価の視点  

 
 
 
 
 
 
 
 
・業績評価結果による業務の見直しを進めたか。そのために業績評

価制度の整備を行ったか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
・また、その結果や業務の内容をホームページで公表したか。 

 
 

 

 自己評定 Ｂ  

（理由及び特記事項） 
平成１６年度の業績評価結果について、業務運営に反映する観点か

ら検討会を設置し改善方策等について検討を行い、９事業の事業効果

測定についてのサンプル調査を行った。また、１６年度業績評価結果

をホームページ等で公表するとともに、利用者の利便性を考慮した分

かりやすいホームページ等の作成を行った。 

これらのことを踏まえ、自己評定を「Ｂ」とした。 

 

○ 平成１６年度の業績結果について、業務運営に反映する観点か

ら、本部職員からなる業績評価・業務改善に係る検討会を設置し、

改善方策等について検討を行い、業務改善に資するための事業効果

測定について、雇用管理研究会・講習会等における雇用管理改善の

取組み状況の把握等、９事業についてのサンプル調査を実施した。

また、適正な業務の推進に資するため、各事業について、施設ごと

の目標の設定を行い、事業の内容に応じた実績把握時期を定め、定

期的に実績を把握し、進捗管理を行い、その最終的な実績について

理事会において評価を行った。 

 
○ 平成１６年度の業績評価の結果について、ホームページ等にお

いて公開するとともに、機構の業務内容についても、ホームペー

ジ上に設置した利用者の声を紹介する「町かどの機構」コーナー

の内容に、職業能力開発大学校の修了生の企業での活躍等を加え

たことや、勤労者財産形成促進制度のサイトにおいて、資料請求

コーナーを設置するなど、利用者の利便性や分かりやすさを考慮

したホームページ等の作成を行い、情報の提供に努めた。 
 

 評 定   Ｂ  

（理由及び特記事項） 

・計画の範囲内と判断。 

・業績評価結果をホームページ等で公表した。 

・業績評価のための検討会設置等の整備は概ね進んでいる、と判断す

る。 

・昨年のの委員会意見に対応してフォローアップ調査を行ったことは

評価できるが、その調査方法・内容についてはコストベネフィット

を精査する必要ある。 
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績 

第３ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する事項 

 

 

２ 雇用開発業務について 

  就職資金の貸付け、中小企業事業主等に

対して行う雇用管理の改善に関する相談そ

の他の援助、建設業事業主等に対して行う

雇用管理の改善等に関する相談その他の援

助、沖縄県における離職者等に対する援助、

介護労働者の福祉の増進を図るための債務

保証等については、事業主等のニーズに応

えた効果的な実施を目指し、下記事項のと

おり実施すること。 

（１）相談等業務について 

① 利用対象者に対し周知し、相談件数の

増大を図ること。また、相談者等の要望

に的確に応えた相談を行い、相談終了時

にアンケート調査を実施し、８０％以上

の者から役立った旨の評価が得られるよ

うにすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② また、講習・研修等の実施についても、

終了時にアンケート調査を実施し、８０％

以上の者から必要な知識等の習得に役立

った旨の評価が得られるようにすること。 

第２ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

 

２ 雇用開発業務について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）相談等業務について 

① 中小企業事業主等に対して行う雇用管

理の改善に関する相談等について 

中小企業事業主等に対して行う雇用管

理の改善に関する相談等については、下

記のとおり実施する。 

（イ）相談について 

（ⅰ）中小企業事業主等に対して行う雇

用管理の改善に関する相談の業務につ

いては、ホームページ及びパンフレッ

トを通じて周知すること、また、イン

ターネットによる相談を受け付け、よ

くある質問については回答をホームペ

ージで公開することなどにより、中期

目標期間の最終年度までに、相談件数

を平成１４年度の実績と比べて１０％

以上増加させる。 

 

 

（ⅱ）相談事例や企業等の雇用管理の改

善等についての好事例等の情報を積極

的に収集・整理し、その積極的な活用

を図るなどにより、相談終了時にアン

ケート調査を実施し、８０％以上の者

から雇用管理の改善を進める上で役立

った旨の評価が得られるようサービス

の質の向上を図る。 

 

 

 

 

（ロ）講習・セミナー等について 

（ⅰ）中小企業等の雇用管理の改善を図

るための研究会・講習会などの援助を

実施し、事業終了時にアンケート調査

第２ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

 

２ 雇用開発業務について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）相談等業務について 

① 中小企業事業主等に対して行う雇用管

理の改善に関する相談等について 

 

 

 

（イ）相談について 

（ⅰ）中小企業事業主に対して行う雇用管

理の改善に関する相談業務については、

ホームページやパンフレットを通じて

周知するほか、雇用管理相談等をインタ

ーネットを通じて受け付けるなどによ

り、相談件数を平成１４年度の実績と比

べて１０％（７２，０００件）以上の増

加に努める。 

また、よくある質問については、回答

をホームページで公開する。 

 

 

（ⅱ）相談事例や企業等の雇用管理改善の

好事例等を相談に積極的に活用するこ

とにより相談内容の充実を図り、相談終

了時にアンケート調査を実施し、８０％

以上の者から、雇用管理の改善を進める

上で役立った旨の評価が得られるよう

質の向上を図る。 

 

 

 

 

 

（ロ）講習・セミナー等について 

（ⅰ）中小企業の雇用管理の改善を図る

ため、地域等の実情に応じたテーマに

よる研究会・講習会等を実施する。研

 

 

 

 

●中小企業事業主等に対する雇用管理改善に関する相談業務等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）相談業務の実施等 

 

 

 

 

 

 

① 相談業務の周知・実施 

中小企業事業主に対して行う雇用管理の改善に関する相談

業務については、相談件数の増加及び内容の充実を図るため

以下の取組みを行い、相談件数は８２，３１１件となり、平

成１４年度と比較して２７．２％増加した。 

（取組内容） 

・ ホームページにより周知を図るとともに、各種広報用パ

ンフレットの中でも相談業務についてＰＲを行い相談業務

を周知した。 

・ 相談については、来所や訪問等により行うほか、インタ

ーネットを通じて質問を受け付け、よくある質問について

は、回答をＱ＆Ａとしてホームページで公開した。 

② アンケート調査の実施 

   イ 相談内容の充実 

相談事例や雇用管理改善の好事例等を収集することなど

により、相談内容の充実を図った。 

ロ アンケート調査の実施 

アンケート調査において、９８．０％の者から雇用管理

の改善を進める上で「役に立った」「どちらかといえば役に

立った」旨の評価を得た。 

※ 「役に立った」        ７８．５％ 

「どちらかといえば役に立った」１９．５％ 

（有効回答者数 ９，７１２人） 

 

（２）講習会・セミナー等の実施 

   中小企業等における雇用管理の改善等を図るため、以下のと

おり講習会・セミナー等を開催した。 

① 雇用管理研究会・講習会 
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 を実施し、８０％以上の者から雇用管

理の改善を進める上で役に立った旨の

評価が得られるようサービスの質の向

上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅱ）中小企業等に対して労働力の確保

及び良好な雇用の機会の創出のため

に、関係機関と連携を図り、効果的な

情報の収集・提供を行うとともに、セ

ミナー等を実施し、終了時にアンケー

ト調査を実施し、８０％以上の者から

役に立った旨の評価が得られるようサ

ービスの質の向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

究会等の終了時にアンケート調査を実

施し、８０％以上の者から雇用管理の

改善を進める上で役立った旨の評価が

得られるよう研究会等の内容の充実に

努める。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅱ）中小企業等における労働力の確保

及び良好な雇用機会の創出のために、

地域の実情に応じたテーマによるセミ

ナーを実施するとともに、創業・異業

種進出に係る事業主等に対して、高度

かつ最新の経営・雇用に係る体系的な

セミナーを実施する。セミナー終了時

にアンケート調査を実施し、８０％以

上の者から役に立った旨の評価が得ら

れるようセミナーの充実に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 研究会・講習会の実施 

中小企業等における雇用管理の改善を図るために、地域

等の実情に応じたテーマによる研究会・講習会を６１９回

開催し、２０，２８５人が受講した。 

（テーマ例） 

〔研究会〕 

     ・ 人材確保・育成と雇用管理改善 

     ・ 職場環境改善（セクシャルハラスメント・メンタル

ヘルス対策について） 

〔講習会〕 

・ 多様化する雇用・就業形態における人材育成と人事

賃金管理 

・ 若年労働者の採用・定着の困難性の増大と雇用環境 

ロ アンケート調査の実施 

アンケート調査において、９６．７％の者から雇用管理

の改善を進める上で「役に立った」「どちらかといえば役に

立った」旨の評価を得た。 

※ 「役に立った」        ６２．４％ 

「どちらかといえば役に立った」３４．３％ 

（有効回答者数 １３，８９８人） 

   ハ フォローアップ調査の実施 

雇用管理研究会・講習会受講後の雇用管理改善等の必要

性の認識度等を把握するため、研究会等受講後概ね３ヶ月

経過した時点で事業効果に係るフォローアップ調査（サン

プル調査）を実施し、７１．５％の者から雇用管理の必要

性を再認識し、雇用管理の改善に取り組んでいる、あるい

は取り組む予定である旨の回答を得た。 

（有効回答者数 ５３７人） 

② 新規・成長分野企業等の雇用管理改善のためのセミナー 

イ セミナーの実施 

新規・成長分野企業等（創業を目指す段階を含む）にお

ける労働力の確保及び良好な雇用機会の創出のために、地

域の実情に応じたテーマによるセミナーを４２８回開催

し、１３，６６９人が受講した。 

（テーマ例） 

・ 人を雇うときのルール 

・ 基礎から学ぶ！労働保険・社会保険 

ロ アンケート調査の実施 

アンケート調査において、９６．０％の者から雇用管理

の改善を進める上で「役に立った」「どちらかといえば役に

立った」旨の評価を得た。 

    ※ 「役に立った」        ６６．３％ 

「どちらかといえば役に立った」２９．７％ 

（有効回答者数 １０，３５４人） 

ハ フォローアップ調査の実施 

新規・成長分野企業等の雇用管理改善のためのセミナー

受講後の雇用管理改善等の必要性の認識度等を把握するた

め、セミナー受講後概ね３ヶ月経過した時点で事業効果に

係るフォローアップ調査（サンプル調査）を実施し、 

４２．６％の者から雇用管理の必要性を再認識し、雇用管
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理の改善に取り組んでいる、あるいは取り組む予定である

旨の回答を得た。 

    （有効回答者数 ２５１人） 

③ 中小企業雇用創出普及啓発セミナー 

イ セミナーの実施 

ベンチャー企業等の中小企業における新たな雇用機会の

創出を図るため、必要となる雇用管理改善等の取組みを検

討・整理し、その成果を普及啓発するためのセミナーを 

６４回開催し、３，６２４人が受講した。 

（テーマ例） 

・ 創業期における人材活用戦略について 

・ 人材育成に使える新たな発想と公的支援制度 

ロ アンケート調査の実施 

アンケート調査において、９６．０％の者から「役に立

った」「どちらかといえば役に立った」旨の評価を得た。 

※ 「役に立った」        ６４．３％ 

「どちらかといえば役に立った」３１．７％ 

（有効回答者数 ２，４３６人） 

④ 雇用創出セミナー 

イ セミナーの実施 

新規・成長分野企業等（創業を目指す段階を含む）にお

ける労働力の確保及び良好な雇用機会の創出のために、高

度かつ最新の経営・雇用に係る体系的な情報を収集して、

セミナーを利用者のニーズに応じ夜間に３３回開催し、 

６２，４９５人が受講した。 

（テーマ例） 

・ できる社員の見つけ方・育て方 

・ 社員のやる気を引き出すには～効果的コーチング活用

法 

ロ アンケート調査の実施 

アンケート調査において、９５．７％の者から創業・新

分野進出等を進める上で「役に立った」「どちらかといえば

役に立った」旨の評価を得た。 

※ 「役に立った」        ６４．８％ 

「どちらかといえば役に立った」３０．９％ 

（有効回答者数  ５３，０７０人） 

⑤ 他の機関との連携による人材確保・雇用管理等に関する業

務 

イ 出会いの場の開催 

・ 新規・成長分野企業等に対する人材面、雇用管理面、

経営面等からの支援を行うため、都道府県労働局等関係

機関と連携し、その経営者や新規・成長分野企業等への

就業に関心のある求職者等を対象として、求人情報や雇

用管理等の各種支援制度の情報提供を行うとともに、人

材のマッチングを行う「出会いの場」を６６回開催し、

５，９０２社、１１４，２０６人が参加した。 

・ 人材マッチング参加企業と求職者を対象としてアンケ

ート調査を実施し、この結果参加企業から８８．９％、

求職者からは９０．４％の者から「役に立った」旨の評

価を得た。 
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② 建設業事業主等に対して行う雇用管理

の改善に関する相談等について 

建設業労働者の雇用の改善のための建

設業事業主等に対する相談、研修の実施

等については、下記のとおり実施する。

（イ）相談等について 

（ⅰ）建設業事業主等に対して行う雇用

管理の改善に関する相談等の業務につ

いては、ホームページ及びパンフレッ

トを通じて周知すること。また、イン

ターネットによる相談を受け付け、よ

くある質問については回答をホームペ

ージで公開する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅱ）相談事例や建設業事業主等の雇用

管理の改善についての好事例等の情報

を積極的に収集・整理し、その積極的

な活用を図るなどにより、相談終了時

にアンケート調査を実施し、８０％以

上の者から雇用管理の改善を進める上

で役立った旨の評価が得られるようサ

ービスの質の向上を図る。 

 

 

（ロ）雇用管理研修について 

建設業事業主等に対して雇用管理に

関する必要な知識等を習得させ、建設

業労働者の雇用の改善を図るための雇

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 建設業事業主等に対して行う雇用管理

の改善に関する相談等について  

 

 

 

（イ) 相談について  

（ⅰ）建設業事業主等に対して行う雇用

管理の改善に関する相談及び啓発業務

については、ホームページやパンフレ

ットを通じて周知する。 

また、建設業事業主等の雇用管理の

改善に係る普及啓発事業を実施する。

なお、雇用管理の改善等に関する相

談をインターネットを通じて受け付け

るとともに、よくある質問については、

回答をホームページで公開する。 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅱ）相談事例や建設業事業主等の雇用

管理改善の好事例等を相談に積極的

に活用することにより相談内容の充

実を図り、相談終了時にアンケート調

査を実施し、８０％以上の建設業事業

主等から雇用管理の改善を進める上

で役に立った旨の評価が得られるよ

う質の向上を図る。 

 

 

（ロ）雇用管理研修について 

建設業事業主等に対して、関係機関

と情報交換を行いつつ、ニーズに応じ

た雇用管理の改善に必要な知識を習得

（参加企業：有効回答社数  ４，７６１社） 

（求職者 ：有効回答者数 １２，１１６人） 

ロ ベンチャー企業等支援制度ガイドブックの作成 

新規・成長分野企業等の雇用管理改善のためのセミナー

や出会いの場等を効果的に行うため、各都道府県センター

では、都道府県、都道府県労働局、政府系金融機関等の関

係機関により構成される支援ネットワークを形成し、各機

関の事業計画や支援制度等の情報交換を行うための会議を

１１２回開催した。 

また、各関係機関の支援策を取りまとめたガイドブック

を作成し、支援ネットワークの各関係機関のほか地域の商

工会、地域中小企業支援センター等へ配布した。 

 

●建設業事業主等に対する雇用管理の改善に関する相談・啓発活動 

 

 

 

 

（１）相談業務等の実施 

① 相談業務等の周知・実施 

    建設業事業主等に対して行う雇用管理の改善に関する相談

及び啓発業務については、相談内容の充実等を図るため以下

の取組みを行い、５５，９７１件の相談を実施した。 

  （取組内容） 

   ・ ホームページにより周知を図るとともに、「建設労働者の

雇用の改善のために」等各種パンフレットを作成し、都道

府県センター、建設業事業主団体等を通じて配布し相談業

務等を周知した。 

   ・ 相談については、来所や訪問等により行うほか、インタ

ーネットを通じて質問を受け付け、よくある質問について

は、回答をＱ＆Ａとしてホームページで公開した。 

   ・ 建設雇用改善推進月間（１１月）に建設業事業主等の雇

用管理の改善に係る普及啓発を目的に、「建設業に働く若者

からのメッセージ」の募集、全国大会として「建設雇用改

善推進の集い」、地方大会として各都道府県において「建設

雇用改善推進大会」の開催等を実施した。 

②  アンケート調査の実施 

   イ 相談事例や雇用管理改善の好事例等を収集し、適宜相談

に活用することにより相談内容の充実を図った。 

ロ アンケート調査において、９９．０％の建設業事業主等

から雇用管理の改善を進める上で「役に立った」「どちらか

といえば役に立った」旨の評価を得た。 

※「役に立った」        ７０．８％ 

「どちらかといえば役に立った」２８．２％ 

（有効回答者数 ２，６１９人） 

 

（２）雇用管理研修の実施 

① 雇用管理研修の実施 

    建設業事業主等に対して、都道府県、各都道府県労働局等

の関係機関や建設事業主等の関係団体と建設雇用改善推進会
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用管理研修を実施し、終了時にアンケ

ート調査を実施し、８０％以上の者か

ら雇用管理の改善を進める上で役立っ

た旨の評価が得られるようサービスの

質の向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 沖縄県における離職者等に対する援助

業務について 

 

沖縄県における離職者等に対する就職

相談、免許・資格取得相談、生活相談な

どの再就職の支援を図るための援助業務

については、公共職業安定所との連携の

下、下記のとおり実施する。 

沖縄県における離職者を対象に就職の

ための相談に応じ、これらの問題の解決

を図るとともに、沖縄県からの就職者の

多い大都市（東京、愛知、大阪）に相談

員を配し、関係機関と密接な連携を図り

つつ、生活指導、職場適応指導等を実施

する。 

また、利用者に対するアンケート調査

を実施し、８０％以上の者から就職活動

を進める上で役立った旨の評価が得られ

るようサービスの質の向上を図る。 

 

④ その他 

事業主、求職者に対する総合的な相談、

する雇用管理研修を実施する。終了時

にアンケート調査を実施し、８０％以

上の者から雇用管理の改善に役立った

旨の評価が得られるよう研修の充実に

努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 沖縄県における離職者等に対する援助

業務について 

 

沖縄県における離職者を対象に就職の

ための相談に応じ、これらの問題の解決

を図るとともに、沖縄県からの就職者の

多い大都市（東京、愛知、大阪）におい

て、関係機関と密接な連携を図りつつ、

生活指導、職場適応指導等を利用者の立

場に立って実施する。 

また、利用者に対するアンケート調査

の実施については、利用者の相談内容を

踏まえ、８０％以上の者から就職活動を

進める上で役立った旨の評価が得られる

ようサービスの向上を図る。 
 

 

 

 

 

④ その他 

事業主、求職者等に対する総合的な相

議を実施する等して情報交換を行いつつニーズに応じた雇用

管理改善に関するテーマによる雇用管理研修を１９７回開催

し、７，３８７人が受講した。 

なお、建設業における雇用管理改善の一層の推進を図るた

め、雇用管理研修を修了した者に対して、冊子「われら雇用

管理責任者」を配布した。 

（テーマ例） 

・ 雇用管理の体制づくり 

・ 雇用管理責任者の職務 

・ 職場教育のあり方 

・ 労働時間の管理 

・ 賃金台帳の作り方 

② アンケート調査の実施 

アンケート調査において、９７．８％の者から雇用管理の

改善を進める上で「役に立った」「どちらかといえば役に立っ

た」旨の評価を得た。 

※「役に立った」        ５９．７％ 

「どちらかといえば役に立った」３８．１％ 

（有効回答者数 ６，８５６人） 

  ③ フォローアップ調査の実施 

雇用管理研修受講後の雇用管理改善等の必要性の認識度等

を把握するため、研修受講後概ね３ヶ月経過した時点で事業

効果に係るフォローアップ調査（サンプル調査）を実施し、

６２．４％の者から雇用管理の必要性を再認識し、雇用管理

の改善に取り組んでいる、あるいは取り組む予定である旨の

回答を得た。 

   （有効回答者数 ２５８人） 

 

●沖縄県における離職者等に対する援護業務の実施 

沖縄県における離職者等に対する援助業務等については、沖縄県

内における就職のための相談や、沖縄県からの就職者の多い大都市

（東京、愛知、大阪）に配置した相談員により９５０件の相談を実

施し、アンケート調査において、９９．４％の者から就職活動等を

進める上で「役に立った」「どちらかといえば役に立った」旨の評価

を得た。 

※「役に立った」        ９１．８％ 

「どちらかといえば役に立った」 ７．６％ 

（有効回答者数 １５８人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●職員研修 

事業主、求職者等に対する総合的な相談業務等を行う職員に対し



雇用・能力開発機構評価シート５（雇用開発業務（相談、講習等）） 

19 

技術的な援助等を行う職員に対して研修

等を実施し、より専門的資質を高めると

ともに、雇用管理相談等を通じて蓄積し

たノウハウを活用することにより、サー

ビスの質の向上を図る。 

談、技術的な援助等を行う職員に対して、

施設におけるケーススタディや統一的な

ノウハウを付与する等、職員の資質を高

めるための研修を実施する。 

 

 

て、施設における相談事例を教材としたケーススタディなど、職員

の資質を高めるための研修を検討し実施した。 

（実施回数）  １３０回 

（実施内容） 

・ 公的支援に係るワンストップサービスについて 

・ 事業主向け相談支援のあり方 

・ コーチングスキルをコミュニケーションに使おう 

 

 評価の視点  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・相談業務の周知や、インターネットでの受付を行い、雇用管理の改

善に関する相談件数の増加が図られたか。そのためにホームページ

に相談窓口を設置したか。 

 

 

 

 

・相談事例や雇用管理改善の好事例等を収集し、相談内容の充実を図

ったか。 

 

 

・相談、講習・セミナー終了時に役に立ったという評価をした者は 

８０％以上であったか。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 自己評定 Ａ  

（理由及び特記事項） 

雇用管理の改善に関する相談件数は８２，３１１件となり、平成 

１４年度（６４，７３０件）と比較して２７．２％増加した。また、

相談事例等の活用やアンケート調査における利用者の声を踏まえた

こと等により、雇用管理の改善に関する相談、雇用管理研究会・講習

会等において、満足度が中期計画の目標（８０％以上）に対し、 

８８．９％から９９．４％の評価を得た。また、雇用管理研究会・講

習会終了後概ね３ヶ月を経過した時点で、事業効果測定のためのフォ

ローアップ調査を実施し、７１．５％の受講者から、雇用管理の改善

に取り組んでいる、あるいは取り組む予定である旨の回答を得た。ま

た同様の主旨から、新規・成長分野企業等の雇用管理改善のためのセ

ミナー、雇用創出セミナー、雇用管理研修について、フォローアップ

調査を実施した。 

これらのことを踏まえ、自己評定を「Ａ」とした。 

 

○ 平成１６年度に設置したホームページ上の相談窓口において、イ

ンターネットを通じて質問を受け付けたほか、ホームページ及び各

種広報用パンフレット等を通じて相談業務のＰＲを行い相談業務

を周知したことにより、雇用管理の改善に関する相談件数は 

８２，３１１件となり、平成１４年度（６４，７３０件）と比較し

て２７．２％増加した。 

 

○ 相談事例や雇用管理改善の好事例等を収集することなどにより、

相談内容の充実を図るとともに、よくある質問については、回答を

Ｑ＆Ａとしてホームページで公開した。 

 

○ 相談事例や雇用管理改善の好事例等を収集することなどにより、

相談内容の充実を図ったことから、雇用管理の改善に関する相談終

了時のアンケート調査において、９８．０％の者から雇用管理の改

善を進める上で「役に立った」「どちらかといえば役に立った」旨

の評価を得た。（有効回答者数 ９，７１２人） 

  なお、「役に立った」等の回答を得た主な理由としては、「人材定

着のノウハウが得られた」、「今後の採用活動や能力開発について検

討を行う上で有用である」などであった。また、「どちらかといえ

ば役に立たなかった」「役に立たなかった」と回答した２．０％の

者からの主な理由としては、「具体的な方法を示してくれなかっ

た」、「自分が必要としていた情報が得られなかった」などであった。

 

○ 事業主団体や事業主のニーズや課題等を把握し、地域等の実情に

応じたテーマを設定したことから、雇用管理研究会・講習会終了時

 評 定  Ａ  

（理由及び特記事項） 

・努力のあとが十分に見られる。 

・一般論としては、本機構の役割として相談件数増は、本機構の実力

を示すものと思われる。 

・相談件数の内容分析は本機構の在り方よくわかると思われる。 

・雇用管理改善相談件数が 82,311 件に上った。 

・セミナーを積極的に行い、アンケートで 96％の者から役立った旨

の回答を得た。 

・相談件数の増加は高く評価できる。 

・雇用開発業務の各種講習会について参加者の満足度指標が高いこと

は評価できるが、それが雇用開発の政策目標と合致しているかどう

かの評価視点が必要なのではないか。 

・相談セミナー等の評価は高いが、「どちらかといえば役に立った」

の比率が高いのは今後の課題である。 

・評価の視点３つは、大幅にクリアできたと判断する。ただし、アン

ケートで「どちらかといえば役立った」の比率が多い項目が目立つ。

また、「役立たない」と答えた回答の分析を引き続き行い、今後に

役立てて欲しい。 

・通常業務の遂行度の評価に当たって、継続性、一貫性のあるもの、

意図的内容の有無等を確認することが第一。 
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のアンケート調査において、９６．７％の者から雇用管理の改善を

進める上で「役に立った」「どちらかといえば役に立った」旨の評

価を得た。（有効回答者数 １３，８９８人） 

  なお、「どちらかといえば役に立たなかった」「役に立たなかった」

と回答した３．３％の者からの主な理由としては、「テーマが自社

ですぐ活用できる内容ではなかった」、「テーマが広く理解しにく

い」などであった。 

 

  また、雇用管理研究会・講習会受講後の雇用管理改善等の必要性

の認識度等を把握するため、研究会等受講後概ね３ヶ月経過した時

点で事業効果に係るフォローアップ調査（サンプル調査）を実施し、

７１．５％の者から雇用管理の必要性を再認識し、雇用管理の改善

に取り組んでいる、あるいは取り組む予定である旨の回答を得た。

（有効回答者数 ５３７人） 

 

○ 地域の新規・成長分野企業等の企業規模や事業内容に応じた経営

課題を把握し、テーマを設定したことから、新規・成長分野企業等

の雇用管理改善のためのセミナー終了時のアンケート調査におい

て、９６．０％の者から雇用管理の改善を進める上で「役に立った」

「どちらかといえば役に立った」旨の評価を得た。 

（有効回答者数 １０，３５４人） 

  なお、「どちらかといえば役に立たなかった」「役に立たなかった」

と回答した４．０％の者からの主な理由としては、「講師との質疑

応答を長く取ってもらいたい」、「思っていた内容と違った」などで

あった。 

 

  また、新規・成長分野企業等の雇用管理改善のためのセミナー受

講後の雇用管理改善等の必要性の認識度等を把握するため、セミナ

ー受講後概ね３ヶ月経過した時点で事業効果に係るフォローアッ

プ調査（サンプル調査）を実施し、４２．６％の者から雇用管理の

必要性を再認識し、雇用管理の改善に取り組んでいる、あるいは取

り組む予定である旨の回答を得た。（有効回答者数 ２５１人） 

 

○ ベンチャー企業等の雇用管理に関する問題点、課題を解決する観

点から、地域の産業構造を考慮し、テーマを設定したことから、中

小企業雇用創出普及啓発セミナー終了時のアンケート調査におい

て、９６．０％の者から「役に立った」「どちらかといえば役に立

った」旨の評価を得た。（有効回答者数 ２，４３６人） 

なお、「どちらかといえば役に立たなかった」「役に立たなかった」

と回答した４．０％の者からの主な理由としては、「一般論ばかり

なのでもう少し具体的に突っ込んだ話が欲しかった」、「もう少し実

務的な話が聞きたかった」などであった。 

 

○ 受講者のニーズ等を十分に反映させたテーマを設定し、講師の選

定を行うなど内容の充実を図ったことから、雇用創出セミナー終了

時のアンケート調査において、９５．７％の者から創業・新分野進

出等を進める上で「役に立った」「どちらかといえば役に立った」

旨の評価を得た。（有効回答者数 ５３，０７０人） 

  なお、自由記述において参加者の意見を聴いたところ、主なもの

として「ビジネスプランの作り方に関する詳細な事例を知る事がで
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き大変参考になった」、「実践的な提案・教訓（実体験に基づく）が

多く役に立った」などという意見の一方で、「もう少し具体的な例

を示して欲しかった」、「もう少し応用が利く内容にして欲しい」な

どといった意見があった。 

 

また、雇用創出セミナー受講後の創業・新分野進出状況等を把握

するため、フォローアップ調査（サンプル調査）を実施し、調査回

答者１，４５１人のうち７．２％（１０５人）の者から平成１７年

度中に創業又は新分野進出した旨の回答を得るとともに、 

５１．５％（７４７人）の者から創業又は新分野進出する予定・検

討中である旨の回答を得た。 

 

○ 都道府県労働局等関係機関と連携を図り、求人ニーズを把握した

上で開催したことにより、出会いの場終了時のアンケート調査にお

いて、８８．９％の参加企業及び９０．４％の求職者から、「役に

立った」旨の評価を得た。 

（参加企業：有効回答社数  ４，７６１社）  

（求職者： 有効回答者数 １２，１１６人） 

  なお、「役に立った」と回答した参加企業及び求職者に対して、

具体的な内容について設問形式で聴いたところ（複数回答）、参加

企業からは、 

 ・「求職者の動向が分かり、役立った」（３９．３％）  

 ・「自社のＰＲができ、役立った」（３６．４％） 

 などの回答が得られた。また、求職者からは、 

 ・「多数の企業の事業内容、業績等の情報収集ができ、役立った」

（５０．８％） 

 ・「多数の企業の採用動向が分かり、役立った」（３１．３％） 

 などの回答が得られた。 

 

○ 相談事例や雇用管理改善の好事例等を収集し、適宜相談に活用す

ることにより、相談内容の充実を図ったことから、建設業事業主等

に対して行う雇用管理の改善に関する相談終了時のアンケート調

査において９９．０％の者から雇用管理の改善を進める上で「役に

立った」「どちらかといえば役に立った」旨の評価を得た。 

（有効回答者数 ２，６１９人） 

  なお、「役に立った」等の回答を得た主な理由としては、「従業員

の福利厚生についての情報が得られ、具体的に検討したいと思う」、

「社員の教育計画を作成する上で役立った」などであった。 

なお、「どちらかといえば役に立たなかった」、「役に立たなかっ

た」と回答した１．０％の者からの主な理由としては、「自分が必

要としていた情報が得られなかった」などであった。 

 

○ 都道府県、都道府県労働局等の関係機関や建設事業主等の関係団

体との会議を実施することなどによりニーズを把握し、テーマを設

定したことから、建設事業主等に対する雇用管理研修終了時のアン

ケート調査において、９７．８％の者から雇用管理の改善を進める

上で「役に立った」「どちらかといえば役に立った」旨の評価を得

た。（有効回答者数 ６，８５６人） 

  なお、「どちらかといえば役に立たなかった」、「役に立たなかっ

た」と回答した２．２％の者からの主な理由としては、「時間的に
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・相談等業務において、職員の資質を高めるための研修を検討・実施

したか。 

 

詰め込み過ぎ」、「テーマを絞った内容や具体的事例等を取り入れて

欲しい」などであった。  

 

  また、雇用管理研修受講後の雇用管理改善等の必要性の認識度等

を把握するため、研修受講後概ね３ヶ月経過した時点で事業効果に

係るフォローアップ調査（サンプル調査）を実施し、６２．４％の

者から雇用管理の必要性を再認識し、雇用管理の改善に取り組んで

いる、あるいは取り組む予定である旨の回答を得た。 

（有効回答者数 ２５８人） 

 

○ 沖縄県における離職者等に対する援助業務等については、９５０

件の相談を実施し、アンケート調査において、９９．４％の者から

就職活動等を進める上で「役に立った」「どちらかといえば役に立

った」旨の評価を得た。（有効回答者数 １５８人） 

  なお、「役に立った」等の回答を得た主な理由としては、「今後の

進路についてアドバイスが得られた」、「就職に必要な指導をしても

らい役に立った」などであった。 

 

○ 事業主、求職者等に対する総合的な相談業務等を行う職員に対し

て、施設における相談事例を教材としたケーススタディなど、職員

の資質を高めるための研修を検討し、１３０回実施した。 
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績 

第３ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する事項 
 
 
２ 雇用開発業務について 
（２）助成金の支給､貸付等の業務について 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
① ホームページ及びパンフレットにおい

て、制度内容、利用条件、相談･受付窓口

等を公開し、申請者の利便を図ること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 説明会や相談業務を通じて、制度の趣

旨等を申請者に対し十分に周知すること

により､申請者の利便を図るとともに申

請内容の適正化や不正受給の防止を図る

こと。なお、説明会については､終了時に

アンケート調査を実施し、内容を理解し

た旨の評価を８０％以上得られるように

すること｡ 
 
 
 

第２ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 
 
２ 雇用開発業務について 
（２）助成金の支給、貸付等の業務について

① 助成金の支給業務について 
中小企業事業主等に対して行う雇用管

理の改善に関する助成金、建設業事業主

等に対して行う雇用管理の改善等に関す

る助成金及び介護労働者の福祉の増進を

図るための助成金の支給業務について

は、以下の点に特に留意して適正に実施

する。 
 
（イ）制度の周知等について 

（ⅰ）制度内容、利用条件、相談・受付

窓口等を利用者の視点に立ったわかり

やすい表現で、ホームページ及びパン

フレットに掲載し、周知するとともに、

インターネットを通じた質問を受け付

け、よくある質問については回答をホ

ームページに公開するなど積極的に利

用者の利便の向上と情報提供に努め

る。さらに、支給金額、利用条件等の

制度内容に変更があった場合は当該変

更が確定した日から、７日以内にホー

ムページ等で公開する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ⅱ）パンフレットや申込みに係る手引

等を作成し、都道府県センターや公共

職業安定所等関係機関において配布す

る。また、説明会や相談業務を通じて

制度の趣旨、内容、申請手続等を利用

者に対して十分に説明することなどに

より、利用者の利便を図るとともに、

関係機関との連絡会議等を開催し情報

を共有することにより、申請内容の適

正化や不正受給の防止等を図る。 
 

第２ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

 

２ 雇用開発業務について 

（２）助成金の支給、貸付等の業務について

① 助成金の支給業務について 

中小企業事業主等に対して行う雇用管

理の改善に関する助成金、建設業事業主

等に対して行う雇用管理の改善等に関す

る助成金及び介護労働者の福祉の増進を

図るための助成金の支給業務について

は、申請者の利便や申請内容の適正化、

不正受給防止を図るため、以下の措置を

講ずる。 
（イ）制度の周知等について 

（ⅰ）制度内容、利用条件、相談・受付

窓口等を利用者の視点に立った分かり

やすい表現でホームページやパンフレ

ット等により周知するとともに、質問

をインターネットを通じて受け付け、

よくある質問については、回答をホー

ムページで公開する。 
また、支給金額、利用条件等制度内

容に変更があった場合は、当該変更が

確定した日から７日以内にホームペー

ジで公開する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（ⅱ）助成金ごとの必要性に応じてパン

フレットや申請書の記載例、申請に係

る手引き等を作成し、都道府県センタ

ーや公共職業安定所、事業主の団体等

において配布するとともに、説明や相

談業務を通じて制度の趣旨、内容、申

請手続を利用者に対して十分説明す

る。 
また、関係機関との連絡会議等を必

要に応じて開催し、情報の共有化を図

る。 

 

 

 

 

 

 

●助成金の支給 

中小企業事業主等に対して行う雇用管理の改善に関する助成金、

建設業事業主等に対して行う雇用管理の改善等に関する助成金及び

介護労働者の福祉の増進を図るための助成金の支給業務について

は、申請者の利便や申請内容の適正化、不正受給防止を図るため、

以下の措置を講じた。 

 

 

 

（１）制度の周知・説明 

制度の趣旨、内容、申請手続について、次により利用者に対 

して周知・説明した。 

① ホームページでの周知 

イ 活用事例の公開 

助成金制度をより分かりやすく、また利用しやすくする

ため、ホームページにおいて、制度内容の紹介に加えて活

用事例を公開した。 

ロ よくある質問 

来所や訪問等による相談のほか、インターネットを通じ

て質問を受け付け、よくある質問については、回答をＱ＆

Ａとしてホームページで公開した。 

ハ 制度内容変更 

・ 中小企業事業主等に対して行う雇用管理の改善に関す

る助成金については、平成１７年４月１日付けの改正に

ついて同年４月７日にホームページで公開した。 

・ 建設業事業主等に対して行う雇用管理の改善等に関す

る助成金については、平成１７年４月１日付けの改正に

ついて平成１７年４月７日に、同年１０月１日付けの改

正について同年１０月５日にホームページ上に制度改正

内容を盛り込んで掲載した。 

    （その他の助成金については、制度内容の変更がなかっ 

たこと。）      

② パンフレット等の配布による周知 

パンフレットや申請書の記入例を盛り込んだ申請の手

引き等を都道府県、事業主団体等を通じて中小企業の事

業主等へ配布、周知した。 

③ 説明会及び個別相談の実施 

・ 説明会開催回数   ３，３６５回 

・ 説明会参加者数  ９１，８６５人 

・ 個別相談の件数  ７９，４９４件 
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③ 申請に係る諸手続の合理化を進めるこ

とにより､申請者の手続面での負担の軽

減を図ること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
④ 職員研修等による担当者の審査能力の

向上、実地調査の実施等により、不正受

給の防止に努めること｡ 
 

 

 

（ⅲ）中小企業事業主等に対して行う雇

用管理の改善に関する助成金及び建設

業事業主等に対して行う雇用管理の改

善等に関する助成金について、説明会

を積極的に開催するとともに、終了時

にアンケート調査を実施し、８０％以

上の者から、助成金の制度の理解に役

立った旨の評価が得られるようサービ

スの質の向上を図る。 
 

 
（ⅳ）重点的に周知・広報を行うべきと

認められる助成金については、予算の

範囲内で、新聞、一般誌の広告等を活

用して周知を図る。 
 
（ロ）手続等について 
（ⅰ）申請者の声や適正支給に配慮しつ

つ、申請書の記載項目の簡略化、添付書

類の簡素化等による事務手続の合理化

を進めることにより、申請者の手続面で

の負担の軽減を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（ⅱ）職員研修を強化し、審査能力の向上

を図り、助成金の不正受給の更なる防止

を図るとともに、助成金の不正受給防止

対策として可能な限り直接事業所を訪

問するなどし、支給要件と実際に合致し

ているか等の確認を行う。疑義のあるも

のについては、すべて直接事業所を訪問

することとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（ⅲ）中小企業事業主等に対して行う雇

用管理の改善に関する助成金及び建設

業事業主等に対して行う雇用管理の改

善等に関する助成金については、パン

フレット等を活用して制度の趣旨、目

的、申請手続に係る説明会を積極的に

開催するとともに、説明会参加者に対

してアンケート調査を実施し、８０％

以上の者から助成金制度や手続の理解

に役立ったとの評価を得る。 
 

（ⅳ）重点的に周知・広報を行う必要が

あると認められる助成金については、

予算の範囲内で、新聞、一般誌等によ

る広告を必要に応じて行う。 

 

（ロ）手続等について  
（ⅰ）申請者の声や適正支給に配慮しつ

つ、助成金の種類ごとに申請書の記載

項目の簡略化や添付書類の簡素化の検

討を進める。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅱ）職員用審査マニュアル等を活用し、

施設ごとの研修等を実施し、担当者の

審査能力の向上を図る。 
 
 
 
 
 
（ⅲ）中小企業事業主等に対して行う雇

用管理の改善に関する助成金、建設業

事業主等に対して行う雇用管理の改善

等に関する助成金については、可能な

限り直接事業所訪問するなどして支給

要件と合致しているかの確認を行い、

疑義のあるものについては、すべて直

接事業所を訪問し確認する。 
 

 

④ アンケート調査の実施 

アンケート調査において、９１．９％の者から説明内容 

が「理解できた」「どちらかといえば理解できた。」旨の評 

価を得た。 

※「理解できた」        ３８．８％ 

「どちらかといえば理解できた」５３．１％ 

（有効回答者数 ２０，８６９人） 

  ⑤ 関係機関との連携 

    広報や相談等の連携等についての情報交換や意見交換な 

ど都道府県労働局等関係機関との連絡会議を３７３回開催

し、情報の共有化を図った。 

  ⑥ 雑誌等への広告掲載 

中小企業基盤人材確保助成金について、創業支援誌に広 

報掲載（１年間）を行うとともに、各都道府県において地

方新聞等の活用による広報を行った。 

 

（２）手続の簡素化等 

申請書の記載項目の簡略化等について、次の助成金の要領

を平成１７年４月１日に改正・施行した。 

  ① 中小企業基盤人材確保助成金・中小企業雇用管理改善助

成金 

実施計画認定申請書の記載項目の簡略化（雇用保険適用

事業所番号欄の削除） 

② 建設教育訓練助成金外６助成金 

支給・認定申請書の記載項目の簡略化（社印（団体印）

の省略） 

③ 建設教育訓練助成金 

添付書類の記載項目の簡略化（受講者名簿の年齢の省略） 

   また、平成１７年度において建設教育訓練助成金（第２種

通信教育訓練）の認定手続の廃止を検討し、１８年度に要領

を改正することとした。 

 

（３）審査能力の向上 

   助成金担当者の審査能力の向上を図るため審査マニュアル

等を活用し、職員研修等を実施した。 

（実施状況） 

・ 実施回数  ５３６回 

・ 実施内容  助成金の相談・審査業務、審査期間の短縮、

不正受給防止等について 

 

（４）不正受給の防止 

支給要件に合致しているかの確認のため可能な限り直接事

業所訪問を行い、疑義のあるものについては、すべて直接事

業所を訪問し確認した。 

   事業所訪問数    ５，０９７件 

   （内 疑義事業所訪問数 ２８９件） 

 

（５）フォローアップ調査の実施 

中小企業人材確保推進事業助成金の支給を受けた事業協同

組合等を通じ、その構成中小企業者に対し、調査（サンプル
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② 就職資金貸付等について 
（イ）制度の周知等について 
 
（ⅰ）制度内容、利用条件、相談・受付窓

口等を利用者の視点に立ったわかりや

すい表現で、ホームページ及びパンフレ

ットに掲載し、周知するとともに、イン

ターネットを通じた質問を受け付け、よ

くある質問については回答をホームペ

ージに公開するなど積極的に利用者の

利便の向上及び情報提供に努める。さら

に、利用条件等の制度内容に変更があっ

た場合は当該変更が確定した日から、７

日以内にホームページ等で公開する。 
（ⅱ）パンフレットや申込みに係る手引等を

作成し、都道府県センターにおいて配布す

るとともに、職業安定機関その他の関係機

関における配布など連携を図る。 

 

 

（ロ）手続について 

申請者の声や適正支給に配慮しつつ、

申請書の記載項目の簡略化、添付書類の

簡素化等による事務手続の合理化を進

めることにより、申請者の手続面での負

担の軽減を図る。 

 

 

 

 

 

② 就職資金貸付及び介護労働者の福祉の

増進を図る認定事業主等に対する債務保

証について 

（イ）利用者の視点に立った分かりやすい

表現で、ホームページやパンフレット

により当該制度の周知に努めるととも

に、質問をインターネットを通じて受

け付け、よくある質問については、回

答をホームページで公開する。 

また、制度内容に変更等があった場

合は、当該変更が確定した日から７日

以内にホームページで公開する。 

 

 

（ロ）貸付金等申し込みに係る記入例を職

業安定機関、その他の関係機関におい

て配布するとともに、連絡会議の開催

等を通じ、当該制度の周知に努める。

 

 

（ハ）申請書の記載項目の簡略化や添付書

類の簡素化などにより、申請者の負担

軽減を図るとともに、引き続き申請者

の声や適正支給に配慮する。 

 

 

 

調査）を実施した結果、８０．５％の者から、雇用管理改善

事業実施前と比較して雇用管理の改善が図られたとの回答

を得た。 

  （有効回答社数 ７，６４７社） 

 

●就職資金貸付及び介護労働者の福祉の増進を図る認定事業主等に

対する債務保証 

制度の趣旨、内容、申請手続について、次により利用者に対して

周知・説明した。 

① ホームページでの公開 

イ 来所や訪問等による相談のほか、インターネットを通

じて質問を受け付け、よくある質問については、回答を

Ｑ＆Ａとしてホームページで公開した。 

ロ 平成１７年度は、制度内容の変更はなかったこと。 

 

 

 

 

 

② パンフレット等の配布 

パンフレットや申請書の記入例を盛り込んだ申請の手引

き等を職業安定機関等を通じて利用者に配布した。 

    また、就職資金貸付については、道県等との連絡会議の

開催等により情報を共有化するなど連携を図り、周知等を

行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 評価の視点  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 自己評定 Ｂ  

（理由及び特記事項） 

各助成金についてのパンフレットや申請の手引き等を事業主団体

等を通じて事業主等へ配布するとともに、説明会を３，３６５回、個

別相談を７９，４９４件実施し、周知に努めた。説明会参加者に対す

るアンケート調査の結果、９１．９％の者から説明内容が理解できた

旨の評価を得た。制度内容の変更があった助成金については、７日以

内にホームページで公開した。申請者の負担軽減を図るため、申請書

の記載項目の簡略化等を行った。審査能力の向上を図るための職員研

修等の実施、疑義事業所２８９件を含む５，０９７事業所の訪問の実

施などにより、不正受給防止に努めた。また、中小企業人材確保推進

事業助成金の支給を受けた事業協同組合等を通じ、その構成中小企業

者に対し、事業効果測定のためフォローアップ調査を実施した結果、

８０．５％の者から、雇用管理改善事業実施前と比較して雇用管理の

改善が図られたとの回答を得た。 

これらのことを踏まえ、自己評定を「Ｂ」とした。 

 評 定  Ｂ  

（理由及び特記事項） 

・計画の範囲内と判断。 

・助成金の制度内容変更を 7日以内にホームページで公開した。 

・個別相談を 79，494 件実施した。 

・事業効果測定のためのフォローアップ調査において、80．5％の者

から高い評価を得た。 

・助成金に関しては周知徹底と同等に、不正受給の防止が肝要である

が、それについての指標（不正受給摘発件数・処理対応）も提示して

ほしい。不正受給の減少をもって効果ありというのは早計ではない

か。 

・助成金申請にあたって、どのような説明・支援が役に立ったかの横

の比較が必要なのではないか。 

・アンケートにおいて「どちらかといえば理解できた」あまり意味が

ない。その比率が 53.1％と高いのは問題である。 

・今後、「不正受給防止対策」の活動を積極的に展開して欲しい。 
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・制度内容等の変更後７日以内にホームページで公表し、利用者に対

する十分な制度の周知・説明に努めたか。また、説明会を開催して

８０％以上の者から制度の理解に役立った旨の評価を得たか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・手続等について、申請に係る書類の簡素化等を行い、申請者の負担

軽減を図ったか。また、審査担当者の審査能力向上や直接の事業所

訪問などにより不正受給防止対策を行ったか。 
 

 

 

 

 

○ 中小企業事業主等に対して行う雇用管理の改善に関する助成金

については、平成１７年４月１日付けの改正について同年４月７日

にホームページで公開した。また、建設事業主等に対して行う雇用

管理の改善等に関する助成金については、平成１７年４月１日付け

の改正について平成１７年４月７日に、同年１０月１日付けの改正

について同年１０月５日にホームページ上に制度改正内容を盛り

込んで掲載した。また、来所や訪問等による相談のほか、インター

ネットを通じて質問を受け付け、よくある質問については、回答を

Ｑ＆Ａとしてホームページで公開した。 
 
○ パンフレットや申請書の記入例を盛り込んだ申請の手引き等を

都道府県、事業主団体等を通じて中小企業の事業主等へ配布、周知

するとともに、説明会を３，３６５回、個別相談を７９，４９４件

実施する等により、利用者に対する十分な制度の周知・説明に努め

た。 
 
○ 各助成金の説明会開催時のアンケート調査において、９１．９％

の者から説明内容が「理解できた」「どちらかといえば理解できた」

旨の評価を得た。（有効回答者数 ２０，８６９人） 
  なお、説明会の内容に関する意見を聴いたところ、主なものとし

て「資料と説明のバランスが良かった」などという意見の一方で、

「助成金の理解度に応じて開催の時間、内容を変えて説明会を開催

して欲しい」などといった意見があった。 
 
○ 中小企業人材確保推進事業助成金の支給を受けた事業協同組合

等を通じ、その構成中小企業者に対し、事業効果測定のためのフォ

ローアップ調査（サンプル調査）を実施した結果、８０．５％の者

から、雇用管理改善事業実施前と比較して雇用管理の改善が図られ

たとの回答を得た。（有効回答社数 ７，６４７社） 
 

○ 各助成金の申請書の記載項目の簡略化等を行い、申請者の手続面

での負担軽減を図った。 
 
○ 助成金担当者の審査能力の向上を図るための審査マニュアル等

を活用し、職員研修等を５３６回実施した。また、疑義事業所 
２８９件を含む５，０９７事業所を訪問し不正受給防止対策に努め

た。 
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績 

第３ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する事項 
 
 
３ 職業能力開発業務について 
（１）関係機関等の連携について 

職業訓練の実施に当たっては、都道府

県労働局、都道府県、事業主団体、教育

機関等と十分に連携を図ること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 
 
３ 職業能力開発業務について 
（１）関係機関等の連携について 

職業訓練の実施に当たっては、都道府

県労働局、都道府県、事業主団体、教育

機関等幅広い関係機関と柔軟かつ十分な

連携を図り、人材育成地域協議会、就職

促進能力開発協議会等を活用するなど、

定期的に連絡会議を開催し、真に地域の

人材ニーズに応じた、かつ効果的な職業

訓練を実施する。 
特に、地域の産業動向を踏まえた人材

ニーズを把握するため、都道府県商工担

当部や地域の事業主団体等と連携を密に

する。また都道府県職業能力開発行政と

の連携を強めるため、新たに開発した訓

練コースやキャリア・コンサルティング

手法などのノウハウの情報提供及び都道

府県の職業訓練指導員の再訓練を実施す

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 
 
３ 職業能力開発業務について 
（１）関係機関等の連携について 

人材育成地域協議会や就職促進能力開

発協議会等を定期的に開催又は活用して

幅広い関係機関と柔軟かつ十分な連携を

図り、真に地域の人材ニーズに応じた職

業訓練を実施する。 
特に、地域の産業動向を踏まえた人材

ニーズを把握するため、地域の各種会議

等あらゆる機会を活用して、都道府県商

工担当部や地域の事業主団体等と連携を

密にする。 
また、都道府県職業能力開発行政との

連携を強めるため、新たに開発した訓練

コースやキャリア・コンサルティング手

法などのノウハウの情報提供及び都道府

県の職業訓練指導員の再訓練を実施す

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

●関係機関等の連携 
職業能力開発業務の実施に当たり、以下により都道府県労働局等

の関係機関等との連携を図った。 
（１）会議等の実施 
  ① 人材育成地域協議会の開催（４７都道府県で延べ９４回開

催） 
    地域の教育訓練資源を効果的に活用し、地域における教育

訓練を実践的に推進していくため、地域の人材ニーズ・訓練

ニーズに基づき、次の事項を中心に協議・検討を行った。 
   ・ 多様な職業訓練機会の整備に関する事項 

・ 若年者のキャリア形成支援に関する事項 
② 就職促進能力開発協議会の開催（４７都道府県で延べ 
１０６回開催） 

    求職者の就職促進に向けた職業能力開発等に係る対策の円

滑な実施を図るため、地域の労働市場の動向や人材ニーズを

踏まえた訓練コースの設定、訓練受講者及び修了者に対する

情報提供・就職支援の体制に係る連携・協力のあり方等につ

いて協議した。 
③ その他各種会議の開催・活用による連携 

    地域の人材ニーズ等を把握するため、職業能力開発推進協

議会の開催や都道府県及び都道府県労働局等が主催する各種

連絡会議への出席などにより連携を密にした。 
 
（２）訓練コース等の情報提供 
  ① カリキュラムモデルの公開 

機構が新たに開発した離職者訓練カリキュラムモデル（２

コース）、在職者訓練カリキュラムモデル（１２６コース）

を職業能力開発総合大学校のホームページで公開した。 
② 都道府県等への情報提供 
・ 職業訓練の実施に資する調査・研究報告書を都道府県職

業能力開発主管課、民間教育訓練機関等へ配布した。 
・ ホワイトカラーの能力開発に関する調査・研究報告書の

概要を都道府県職業能力開発主管課、民間教育訓練機関等

へ配布した。 
・ キャリア・コンサルティングのノウハウとして「ライフ

ステージに応じたキャリア形成のための職業能力開発モデ

ルケース研究」を実施し、職業能力開発総合大学校のホー

ムページで報告書を公開した。さらに、都道府県職業能力

開発主管課等へ報告書を配布した。 
 
（３）都道府県の職業訓練指導員に対する再訓練の実施 
  ① 実施場所  職業能力開発総合大学校 

② 実施人数  ６６０人（１２２コース） 
③ 実施内容  専門技術研修、テーマ別研修、訓練技法開発
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（２）効果的な職業能力開発を実施するため

の人材ニーズの把握について 
効果的な職業訓練を実施するため、各

地域ごとに、人材ニーズの把握を徹底し、

把握したニーズに基づき、適切な訓練カ

リキュラムを設定すること。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
（２）効果的な職業能力開発を実施するため

の人材ニーズの把握について 
① 各地域ごとに、事業主団体、都道府県、

公共職業安定所等関係機関から意見を聴

くとともに、労働者派遣事業所、民間職

業紹介事業所、個別企業等を訪問し、ヒ

アリング調査を行い、毎年度、その結果

をもとに訓練カリキュラムの設定を行

う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 在職者訓練については、よりニーズに

応じた効果的な職業訓練とするため、事

業主団体等の要望に応じて、訓練コース

を設定するオーダーメイド型での訓練を

積極的に実施する。 

 
 
（２）効果的な職業能力開発を実施するため

の人材ニーズの把握について 

① 各施設においては、関係機関等から産

業・業界情報及び求人・求職情報等を把

握するとともに、労働者派遣事業所、民

間職業紹介事業所、個別企業、事業主団

体等を訪問してヒアリング調査を行うな

どにより、地域の人材ニーズを把握する。

   また、地域における教育訓練施設の訓

練実施状況等を踏まえ、訓練コースの訓

練カリキュラムの見直し及び精査を行

い、地域の人材ニーズに対応した訓練カ

リキュラムの設定を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 在職者訓練については、事業主団体等

の訓練ニーズに応じた効果的な訓練とす

るため、事業主団体等との相談・援助を

通じた段階的かつ体系的なオーダーメイ

ド型訓練コースを積極的に設定し、その

拡大に努める。 
 

研修、長期実践派遣研修、短期実践技術研修等 
 
●人材ニーズの把握等 
効果的な職業能力開発を実施するため、地域の人材ニーズ等の把

握を行ったほか、オーダーメイド型訓練コースの積極的実施につい

て、以下のとおり取り組んだ。 
（１）人材ニーズの把握と訓練カリキュラムの設定 

① 地域における人材ニーズの把握 
求人・求職情報、地域の産業情報、事業主団体等に対する

ヒアリング等により地域特有の人材ニーズを把握した。 
・ 中小企業団体中央会等の都道府県中央団体に対するヒア

リング 
・ 個別企業、事業主団体等に対するヒアリング 
・ 労働者派遣事業所、民間職業紹介事業所に対するヒアリ

ング 
・ 都道府県労働局、都道府県職業能力開発主管課等の意見

聴取 
・ ハローワークの統計資料等の活用 
・ 地域の教育訓練施設の訓練実施状況の調査 等 

② 訓練コースの見直し 
訓練コースについては、各都道府県の職業安定機関や事業 

主団体等のヒアリングにより把握した地域の人材ニーズや民

間教育訓練機関等の教育訓練実施状況を踏まえて、見直しを

行った。 
イ 在職者訓練 
・ 見直しコース数（平成１７年度→平成１８年度計画）

４，５８９コース 
（廃止：４，０４２コース、内容変更：５４７コース） 

※ 平成１７年度の実施コース数１１，４７８コース 
ロ 離職者訓練 

    ・ 見直しコース数（平成１７年度→平成１８年度計画）

１４２コース 
      （廃止：７６コース、内容変更：６６コース） 
     ※ 平成１７年度の実施コース数６０６コース 
  ③ 外部意見の聴取 

見直しを行うに当たっては、人材ニーズとの適合性や民間

教育訓練機関等との役割分担を踏まえ、人材育成地域協議会

及び職業能力開発推進協議会等において、外部委員等の意見

を聴取した。 
 
（２）オーダーメイド型訓練コースの積極的実施 

① コース設定の流れ 
・ 事業主団体及び企業に対する教育訓練計画策定に係る相

談援助の実施 
・ 地域における産業動向、技術動向等も踏まえたオーダー

メイド型訓練コースの設定 
・ 訓練実施後、受講者アンケート等の実施 

② 訓練コース 
・ オーダーメイド型訓練コース数   ３，５８０コース 

    （在職者訓練全体の訓練コース実施数 １１，４７８コース） 
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 評価の視点  

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
・地域との連携を強めるため会議等を定期的に開催して活用し､また､

ノウハウの情報提供や職業訓練指導員の再訓練を実施したか。具体

的にどの程度開催及び実施されたか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・地域の人材ニーズや訓練実施状況を基に訓練カリキュラムの設定を

行ったか。そのために、訓練カリキュラムの内容について、具体的

にどのように見直し及び精査を行ったか。 

 
 
 
 
 
 
 
・在職者訓練について、オーダーメイド型訓練コースを積極的に設定

し、実施したか。 

 自己評定 Ｂ  

（理由及び特記事項） 

事業主団体等に対するヒアリング等により、地域特有の人材ニーズ
を把握し、人材育成地域協議会等の意見を踏まえ、在職者訓練にあっ
ては、４，５８９コース（４，０４２コースを廃止、５４７コースを
内容変更）、離職者訓練にあっては、１４２コース（７６コースを廃
止、６６コースを内容変更）の訓練コースの内容見直しを行った。ま
た、都道府県の職業訓練指導員に対する再訓練を実施した。開発した
訓練カリキュラムモデルをホームページで公開するとともに、調査・
研究報告書について都道府県等へ情報提供を行った。 

これらのことを踏まえ、自己評定を「Ｂ」とした。 
 

○ 各都道府県において、地域の教育訓練資源を効果的に活用し、地

域における教育訓練を実践的に推進していくため、人材育成地域協

議会を９４回、求職者の就職促進に向けた職業能力開発等に係る対

策の円滑な実施を図るため、就職促進能力開発協議会を１０６回開

催したほか、地域の人材ニーズ等を把握するため、職業能力開発推

進協議会を開催するとともに、都道府県及び都道府県労働局等が主

催する各種連絡会議への出席などにより関係機関等の連携を図っ

た。 
 
○ 機構が新たに開発した離職者訓練（２コース）、在職者訓練 
（１２６コース）、合わせて１２８コースの訓練カリキュラムモデ

ルをホームページで公開した。また、職業訓練の実施に資する調

査・研究報告書、ホワイトカラーの能力開発に関する調査・研究報

告書の概要、キャリア・コンサルティングのノウハウとして「ライ

フステージに応じたキャリア形成のための職業能力開発モデルケ

ース研究」報告書について、都道府県職業能力開発主管課、民間教

育訓練機関等へ配布・情報提供を行った。 
 
○ 職業能力開発総合大学校において、都道府県の６６０人の職業訓

練指導員に対する再訓練を実施した。 
 
○ 求人・求職情報、地域の産業情報、事業主団体等に対するヒアリ

ング等により地域特有の人材ニーズを把握し、民間教育訓練機関等

の教育訓練実施状況を踏まえて、在職者訓練にあっては、 

４，５８９コース（４，０４２コースを廃止、５４７コースを内容

変更）、離職者訓練にあっては、１４２コース（７６コースを廃止、

６６コースを内容変更）の訓練コースの見直しを行った。また、見

直しを行うに当たっては、各都道府県において、人材育成地域協議

会及び職業能力開発推進協議会等において、外部委員等の意見を聴

取した。 
 
○ 在職者訓練全体の訓練実施コース数１１，４７８コースのうち、

地域の事業主団体及び企業に対する教育訓練計画策定に係る相談

援助を通じた３，５８０コースのオーダーメイド型訓練コースを実

施した。 
 

 評 定  Ｂ  

（理由及び特記事項） 

・計画の範囲内と判断。 

・ニーズを把握し、在職者につき 4，589 コース、離職者につき 142

コースの訓練コース見直しを行った。 

・3，580 コースのオーダーメイド型訓練コースを実施した。 

・努力の結果、目標を着実に達成している、 

・評価の視点３つについては、概ねよく取り組んだ、と判断する。・

人材ニーズは需要側の情報であることはわかるが、求職者側も常に

需要状況をウォッチしているので、そういった意識の高い被訓練者

のニーズ把握も必要なのではないか。 

・訓練コースの見直しは、今後とも継続願いたい。 

・「連携」の中に、教育機関（高校、大学等）をより積極的に入れて

欲しい。 

・コースの見直し、変更の多大さ。１年間で 4,042 コースを廃止する

ということは、それまでほとんど手を付けていなかったのか。 

・通常業務の継続性あるのみ。特に評価に値しない。 

・若年者就業支援に関しては、学校・就労支援機関、健康、福祉その

他の関係機関の連携がなく、バラバラにやっている状態である。こ

れらの有機的な連携を作ることが、フリーター、ニート対策にとっ

て不可欠な条件である。機構は連携システムを構築することを方針

に入れるべきである。 
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績 

第３ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する事項 
 
 
３ 職業能力開発業務について 
 
（３）在職者を対象とする職業訓練について 

社会の産業構造の変化が急激化する

中、企業の事業展開等にあわせて、個々

の労働者が職業能力を向上させていくこ

とが、我が国の健全な経済発展のために

必要不可欠となっている。また、産業の

基盤を支えるための高度な職業能力の向

上も引き続き重要である。こうした状況

を踏まえ、機構は、事業主等のニーズ等

に基づき、在職者を対象とした職業訓練

を実施すること。 
① 受講者に対してアンケート調査を実施

し、８０％以上の者から職業能力の向上

に役に立った旨の評価が得られるように

すること。また、事業主の指示により職

業訓練を受講した場合については、当該

事業主についてもアンケート調査を実施

し、８０％以上の者から受講者に職業能

力の向上が見られた旨の評価が得られる

ようにすること。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 在職者訓練の効果を客観的に把握する観

点から、受講者が習得した能力（習得度）の

測定・評価を実施すること。 

第２ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 
 
３ 職業能力開発業務について 
 
（３）在職者を対象とする職業訓練について

社会の産業構造の変化や技術革新が進

展する中、既に就業している者の職業能

力が向上できるよう、次により在職者向

け職業訓練を実施する。 
 
 
 
 
 
 
① 受講者に対してアンケート調査を実施

し、８０％以上の者から職業能力の向上

に役立った旨の評価が得られるよう、訓

練ニーズの把握を徹底した上で訓練コー

スの設定を行う、訓練内容・方法につい

て適宜必要な見直しを加えるなどによ

り、より有用かつ効果的な職業訓練を実

施する。 
 
② 事業主の指示により職業訓練を受講し

た場合については、当該事業主に対して

もアンケート調査を実施し、８０％以上

の者から受講者に職業能力の向上が見ら

れた旨の評価が得られるよう、オーダー

メイド型訓練等、事業主の訓練ニーズに

応じた職業訓練を実施する。 
 
 
 
③ 訓練開始時及び訓練修了時の能力をそ

れぞれ把握し比較することにより、受講

者が習得した能力（習得度）を測定し評

価する。 

第２ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 
 
３ 職業能力開発業務について 
 
（３）在職者を対象とする職業訓練について

各施設においては、アンケート調査及

び習得度の測定・評価の実施を通じて、

在職者訓練の品質の向上を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
① 各訓練コースの受講者に対してアンケ

ート調査を実施し、有効な回答を得た者

のうち、８０％以上の者から職業能力の

向上に役立った旨の評価が得られるよ

う、的確に人材育成ニーズを把握し、適

宜必要な見直しを行った上で訓練コース

を設定する。 
 

 

② 訓練コースの修了者のうち、事業主の

指示により在職者訓練を受講した場合に

ついては、該当事業主に対してアンケー

ト調査を実施し、有効な回答を得た事業

主のうち、８０％以上の事業主から受講

者に職業能力の向上が見られた旨の評価

が得られるよう、オーダーメイド型訓練

等、事業主の訓練ニーズに応じた訓練を

実施する。 
 
③ 平成１６年度の試行実施結果を踏まえ

て、受講者が習得した能力（習得度）の

測定・評価を実施する。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●在職者を対象とする職業訓練 
在職者を対象とする職業訓練について、在職者訓練の品質の向上

を図るため、受講者や事業主に対するアンケート調査等を実施した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１）受講者に対するアンケート調査の実施 

アンケート調査において、９７．０％の者から職業能力の向

上に「役に立った」「どちらかといえば役に立った」旨の評価

を得た。 
※「役に立った」        ６８．４％ 

   「どちらかといえば役に立った」２８．６％ 
（受講者数   １１２，０７７人） 

   （有効回答者数  ９１，１３８人） 
 
（２）事業主に対するアンケート調査の実施 

受講生を派遣した事業主を対象とするアンケート調査におい

て、９４．０％の事業主から受講者が学んできた技術・知識が

事業所で「役立っている」「どちらかといえば役立っている」

旨の評価を得た。 
  ※「役立っている」        ５２．９％ 
   「どちらかといえば役立っている」４１．１％ 
   （調査コース数    ６，６２８コース） 
   （有効回答事業所数 １６，６６８事業所） 
 
（３）習得した能力の測定・評価 

訓練コースの受講を通じて習得した能力（習得度）の測定・

評価について、試行実施した結果、試行した施設から改善要望

があったため、平成１７年度においても一部の施設で試行を継

続するとともに、測定・評価方法についての改善を図り、平成

１８年度から全国実施するための準備を行った。 


